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注意事項
本レポートには、過去と現在の事実以外に、当社の現在の計画および将来予想に
関する記述が含まれています。こうした記述は、現在入手可能な情報に基づき、当
社が現時点で合理的であると判断したものです。今後の事業環境により、実際の
結果が異なる可能性があることを、あらかじめご承知おきください。

「コニカミノルタ CSRレポート」は、コニカミノルタが取り組むCSR（企
業の社会的責任）活動について、ステークホルダーの皆様に報告す
ることを目的に発行しています。社会的な重要度が高く、かつ事業に
与える影響が大きいと思われる課題を抽出し、設定した重点目標に
ついて、その進捗と具体的な取り組みをステークホルダー別に報告
しています。なお、本レポートは、世界各国のより多くのステークホル
ダーの皆様とのコミュニケーションを促進するために、日本語、英語、
中国語、ドイツ語、フランス語の5言語で発行します。

報告対象範囲
コニカミノルタ（株）および連結対象の関係会社。報告対象が限定
されている報告については、個別に対象範囲を記載しています。
※ 本レポートにおける｢コニカミノルタ｣は、コニカミノルタグループを、「コニ
カミノルタ(株)」はコニカミノルタ(株)単体を意味しています。
なお、昨年度レポートの報告主体であるコニカミノルタホールディングス
(株)は、2013年4月1日、事業会社など7社を吸収合併する経営体制の再
編を行い、社名をコニカミノルタ（株）に改めました。
本レポートでは、再編前の情報についても、現在の社名を使用して記述し
ています。

報告対象期間
原則として2012年4月1日より2013年3月31日までの活動を報告
していますが、対象期間以前からの取り組みや、直近の活動報告も
一部含んでいます。

発行時期
2013年6月
（次回 : 2014年6月予定　前回 : 2012年6月）

追加情報の入手先
CSR活動の詳細な情報を公開しています。
http://konicaminolta.jp/about/csr

以下の資料がダウンロードできます。
http://www.konicaminolta.jp/about/
corporate/document_download.html
● 会社案内　● CSRレポート　● 株主通信
● アニュアルレポート　● 有価証券報告書
● 知的財産報告書　● コーポレートガバナンス報告書

準拠したガイドライン
冊子およびウェブサイトから構成されるCSRレポートは、GRIサステ
ナビリティ・レポーティング・ガイドライン第3版（G3）に定義される、
アプリケーションレベルBに該当すると自己宣言します。

コニカミノルタのコミュニケーションメッセージ「Giving 
Shape to Ideas」。ここには、質の高い社会の実現に向け
て、皆様の想い一つひとつを、新しいアイデアと実現力で
カタチにしていく、という決意が込められています。人々
や社会の想いを受け、試行錯誤を重ねながら、革新的な技
術によって最適な製品やサービスをお届けする。そして持
続可能な社会の実現に貢献し、人間社会に必要とされる
「新しい価値」を創造し続ける。そんな企業であることが、
コニカミノルタの存在意義だと、私たちは考えています。

持続可能な社会のために、
新しいアイデアを
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私たちを取り巻く経営環境は急激な変化を続けていま

す。こうした変化にスピード感を持って対応していくため、

2013年4月1日、コニカミノルタは経営体制を再編しま

した。純粋持株会社であったコニカミノルタホールディン

グス（株）が事業会社などグループ7社を吸収合併し、グ

ループの経営とともに直接事業を運営する体制に移行し

ました。これにともない、社名をコニカミノルタ（株）と改

めました。

この再編の主な目的は、情報機器事業の経営力強化

と、戦略的かつ機動的な経営資源の活用です。グループ

の主力事業である情報機器事業を持株会社と一体化す

ることで、さらなる競争力の向上を図ります。また、経営

資源の集中と再配置、戦略的な組織変更や人員配置を

迅速に実行することで、各事業の成長を促進していきま

す。これは、有機EL照明や機能性フィルム、産業用インク

ジェットなど、将来有望な事業分野の発展のためにも不

可欠だと考えています。なお、産業用材料・機器事業やヘ

ルスケア事業については社内カンパニーとし、それぞれ

の事業特性に合わせた最適な運営を行える体制として

います。これらを通じて、グループの総力を結集し、企業

価値の向上を追求していきます。

コニカミノルタが目指す企業像は、「足腰のしっかりし

た、力強く成長を続ける企業」であり、「社会に支持され、

必要とされる企業」です。社会課題の解決を企業の競争

力向上や利益と両立させ、社会と企業の両方に価値を生

み出す企業こそが、21世紀の社会の要請に応える

“Sustainable（持続可能）な企業”であると確信していま

す。今回の再編は、その実現をより確実にするためのもの

です。

大量生産や大量消費といった物質的な豊かさを求め

る時代が終わり、これからの時代には、環境負荷の低減

や社会の格差是正といった“社会の質の向上”に貢献す

るような価値が求められるようになります。そこでコニ

カミノルタは、社会課題の解決に寄与する製品・サービ

スの創出に注力しています。例えば、環境配慮型製品の

創出を目指す「グリーンプロダクツ認定制度」を通じて、

お客様や社会の環境負荷低減に貢献しながら自社の収

益向上にも貢献する、競争力の高い製品開発に努めて

います。

さらに、製品・サービスを生み出すバリューチェーン全

体で健全な事業活動を展開していくための取り組みにも

注力しています。例えば、原材料や部品の供給を受けて

いるお取引先の皆様に対して労働安全衛生や環境保全

を要請していく「CSR調達」に取り組み、お取引先のCSR

経営度のレベルアップを促しています。

また、コニカミノルタは、人権、労働基準、環境、腐敗防

止の基本原則を示した「国連グローバル・コンパクト」に

署名し、その基本原則を尊重し遵守することを「コニカミ

ノルタグループ行動憲章ガイダンス」に明記し、全世界で

共有しています。こうした企業姿勢のもとに推進するさ

まざまな取り組みによって、多くの社会的責任投資（SRI）

分野の評価機関から高い評価を受けています。

コニカミノルタは、発足当初から「新しい価値の創造」

を経営理念に掲げてきました。この理念は当社の存在価

値そのものであり、企業活動全般の道しるべとなるもの

です。グループ体制を一新した今、従業員一人ひとりが、

改めてこの理念を深く理解し、そこに込められた意志を

再確認する必要があります。

これからの時代に求められる新しい価値を追求する強

い意志を、お客様をはじめとしたステークホルダーの皆

様に伝えるため、コニカミノルタは、コミュニケーション

メッセージ「Giving Shape to Ideas」を発信していま

す。これは、お客様や社会の課題を共有し、その解決に貢

献できる“アイデア（Ideas）”を“カタチ（Shape）”にして

いくという、いわば経営理念を言い換えた言葉です。この

メッセージに込められた想いを、全世界の従業員が共有

しながら、“One Konica Minolta”となって、お客様や社

会の課題解決に取り組んでいます。

全世界に約4万人いるコニカミノルタの従業員は、国

籍、言語、背景もさまざまです。こうした多様性（ダイバー

シティ）に満ちた従業員たちが、企業理念やメッセージの

もとに価値観を共有することで、社会全体の質の向上に

貢献するような価値を生み出すことができます。コニカ

ミノルタは、多様な考え方や専門性を持った人材の力を

活かしながら、ステークホルダーの皆様の想いから生ま

れる「新しい価値」を創造し続けることで、社会とともに持

続的な成長を目指していきます。

時代の要請に応える
“Sustainable（持続可能）な企業”として

“One Konica Minolta”となって、
新しい価値を創造

トップコミットメント

社会の質の向上に貢献する
「新しい価値」を創造し続ける企業へ

グループ体制を再編し、新たな成長フェーズへ

コニカミノルタ株式会社
代表執行役社長
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時代の要請に応える
“Sustainable（持続可能）な企業”として

“One Konica Minolta”となって、
新しい価値を創造

トップコミットメント

社会の質の向上に貢献する
「新しい価値」を創造し続ける企業へ

グループ体制を再編し、新たな成長フェーズへ

コニカミノルタ株式会社
代表執行役社長
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グローバルビジネスに革新をもたらす
ドキュメントソリューションの新たなカタチ

特集

ビジネスを支えるテクノロジーの進化にともない、オフィスのニーズは大きく変化しています。
この変化に応えるのが、コニカミノルタの出力環境最適化サービス「OPS（Optimized Print Services）」です。
OPSは、ドキュメント環境の効率化はもちろん、コストや環境負荷の低減、セキュリティー強化などを実現し、
業種や業態を問わず、さまざまなオフィスに革新をもたらします。
なかでも最大の効果を発揮するのが、世界中で事業を展開するグローバル企業への導入です。
その代表的な取り組みとして、グローバル物流企業、
DBシェンカー様に提供したソリューションをご紹介します。

オフィスの出力環境を最適化する「OPS」

物流業務にともなう膨大なドキュメント管理をアジア・パシフィック全域で高度化したい
Chapter 1  DBシェンカー様の課題

© 2013 DB Schenker

© 2013 DB Schenker

DBシェンカーのアジア・パシフィック地域拠点

韓国（6）
西濃シェンカー
日本（17）

台湾（4）
ベトナム（1）
フィリピン（10）

インドネシア（4）

ニュージーランド（7）
オースラリア（26）

アジア・パシフィック
統括本部
シンガポール（14）

マレーシア（16）
タイ（11）
インド（65）

中国（24）（香港含む）

（ ）内の数字は拠点数

国際物流のリーディングカンパニーであるDBシェンカー
様が課題としていたのは、膨大なドキュメント管理でした。
物流業務では、一般的な事務書類に加え、輸送貨物ごとに
必要な船積書類を作成、出力します。とくにアジア・パシ
フィック地域はグループ内でも最大の取扱量を有しており、
シンガポールにある統括本部では、毎月190万ページもの
船積書類が作成されていました。その出力には高生産性と
信頼性が欠かせませんが、同時に、ドキュメント管理の高度
化とセキュリティーの強化が求められていました。
こうした背景から検討されていたのが、アジア・パシフィッ

ク全域にわたる情報システムの整備と、出力・文書管理環境

の最適化です。さまざまなメーカーの出力機器やソリュー
ションが精査された結果、コニカミノルタの出力環境最適
化サービス「OPS」の採用が決定。日本を拠点とする西濃
シェンカー様を含む、アジア・パシフィック14カ国、全205拠
点へ、複合機やシステムを導入することになりました。
プロジェクトの実行にあたっては、統一されたソリュー

ションの導入を進めながら、各国の現地会社へのきめ細か
いアプローチも行いました。目指す方向を共有しながら、
地域ごとの個別ニーズに柔軟に対応することで、統括本部
もすべての拠点もご満足いただける、ソリューションの提
供を目指しました。

コニカミノルタが提供する出力環境最適化サービス
「OPS」は、プリンターや複合機などの出力機器の運用を一
括受託し、最適配置や稼働率の向上などを実現するソ
リューションです。お客様ごとのご要望や課題を把握・分析
して最適なソリューションを構築する「コンサルティング」、
高性能・高機能な出力機器の導入から定着までを担う「実
行」、そして新たな出力環境の利用状況を継続監視し、さら
なる最適化への提案につなげる「マネジメント」という3つ
のフェーズで構成されます。

コニカミノルタのＧＭＡビジネス
世界中でビジネスを展開するお客様（GMA：Global Major Account）を対象に、グローバルな視点で最適なソリューションを展開していくビジネス。
基本戦略の立案を行うGMA販売部と、世界各国の販売会社が連携して、お客様のご要望に柔軟に対応していきます。

DBシェンカー
欧州の陸上輸送におけるトップ企業
であるとともに、航空輸送で世界2
位、海上輸送で世界3位のポジション
を獲得しているグローバル物流会
社。本社を置くドイツをはじめ、世界約
130カ国に2,000以上の拠点を有し、
欧州、米州、アジア・パシフィックの3極
体制で事業を展開しています。

西濃シェンカー（株）
西濃シェンカー（株）は、1964年に
ジャパンシェンカーとして日本支社開
設以来、日本において40年以上の経
験と実績を持つ、国際物流業界を代
表するグローバル企業です。
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顧客支援体制

41カ国に
グループ拠点

150カ国の
セールス/
サービス体制

出力機器の最適な配置例

働く人の動線を意識し、利便性を損なわずに出力機器を集約
コニカミノルタはOPSのグローバル展開を進めています。
世界中で均質なサービスを提供するため、販売・サービス
プロセスの標準化をワールドワイドに進めるとともに、カス
タマーエンジニアの質的向上のため、独自のグローバル資
格認定制度を全世界共通で運用しています。
これまでにコニカミノルタとグローバル契約を締結された
顧客数は100社を超え、顧客企業も保険･金融サービス、国
際輸送サービス、産業機器・家電メーカーなど、多岐にわ
たっています。

コニカミノルタはOPS導入によってオフィスの出力環境を
最適化することで、お客様のコスト削減と環境負荷低減に
貢献しています。
例えば、複数の出力機器を複合機に集約したり、省エネ効
果の高い最新モデルに更新することで、消費電力を大幅
に削減できます。また、出力状況を継続監視してムダなプ
リントを削減したり、文書を電子化することで、収納スペー
スの削減や、紙資源の消費削減にもつながります。

私たちがコニカミノルタを選んだ理由は、複合機の性能やコストはもちろん、世界
中に均質なサービスを提供できる展開力とサポート力の高さにありました。
私たちの強みは、世界をマーケットにするグローバルな企業であること。今回の案
件を通じて、コニカミノルタも私たちと同様のグローバル企業であることが確信で
きました。今後はアジア・パシフィックにとどまらず、世界の他の地域でもパートナー
を組んで、さまざまなソリューションを提案していただけることを期待しています。

今回の案件で難しかったのは、出力環境のトータルな改善に向けて、14カ国それぞれのローカルルール
から、アジア・パシフィック全体のルールに移行することでした。EUという統合市場である欧州とは違い、
この地域では国境を越えると言葉、文化、法律、市場のすべてが変わります。当然、お客様の課題もご要望
も異なります。私たちのモットーである“Think Global, Act Local”の精神で、すべての拠点と緊密なコ
ミュニケーションを重ね、確かな信頼関係を築けたことが、成功につながったと自負しています。

DBシェンカー様に導入されたOPSの主なポイントは3つ
です。
一つ目はプリンターの置き換えです。従来のドットインパ

クトプリンターから、複合機への置き換えを実施。日本の西
濃シェンカー様でも、17拠点で100台を超えていたドット
インパクトプリンターが、55台の最先端の複合機に置き換
わりました。
コニカミノルタの複合機は、全モデルで同じプリンタード
ライバーを使用しているため、異なる機種が混在しても、常
に一定の条件で使用できます。この特長を活かし、必要に
応じて低速機から高速機までのさまざまな複合機を配置す
ることで、効率の良い配置を実現。大量のプリンターを数
台の複合機に集約することで、印刷効率が向上、時間やコ
ストの削減が可能になりました。また、印刷品質の向上によ
り視認性が高まり、誤読などのミスも減少しました。
次に、個々のスタッフが携帯するIDカードでプリント認証

を行う「カード認証」の仕組みを導入しました。これにより、

プリントした書類の取り忘れや、他人の書類を持ち去ってし
まうなどのトラブルを防止。情報漏えいを防ぎ、セキュリ
ティーを強化することができます。今後、個々のIDカードの
情報からプリンターや紙の使用状況を把握することで、さ
らに的確な配置が可能となるため、コピーやプリント枚数
の抑制、環境負荷の低減にもつながります。
最後は、ペーパーレス化の推進です。あらゆる書類をス

キャニングし、データ化する作業が現在進行中です。これに
より、シンガポールにある統括本部の基幹サーバーに蓄積
されたデータが、どの拠点からもアウトプットできるように
なります。統括本部での集中的なモニタリングや管理が可
能になるとともに、グローバルな情報共有により業務の効
率化が進むことが期待されています。
なお、このシステム全体の導入にあたっては、機器・サー

ビス・ソフトウェアのライセンスコストを含めたシンプルな
課金システムを採用し、従来の複雑なプリントコストを見え
る化することで、さらなるコスト削減にも貢献しています。

OPSのグローバル展開 コストと環境負荷の削減を同時に実現するOPS

グローバルな統一ソリューションの提供により、さまざまな課題を解決
Chapter 2 コニカミノルタのソリューション

お客様からのメッセージ

今後もグローバル企業同士のパートナーシップに期待しています。

西濃シェンカー株式会社　代表取締役社長  ヘルベルト・ヴィルヘルム 氏　

各拠点との信頼関係づくりが成功への礎でした。
プロジェクト責任者の声

コニカミノルタ株式会社 販売本部販売統括部ＧＭＡ販売部長  大場 紀彦

特集 グローバルビジネスに革新をもたらすドキュメントソリューションの新たなカタチ

個人認証カード（左）と、複合機にセットされたカード読み取り機（右）導入した複合機「bizhub 751」西濃シェンカー様の出力ルーム アジア・パシフィック全域で統一されたドキュメント・フォーム
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今後もグローバル企業同士のパートナーシップに期待しています。

西濃シェンカー株式会社　代表取締役社長  ヘルベルト・ヴィルヘルム 氏　

各拠点との信頼関係づくりが成功への礎でした。
プロジェクト責任者の声

コニカミノルタ株式会社 販売本部販売統括部ＧＭＡ販売部長  大場 紀彦

特集 グローバルビジネスに革新をもたらすドキュメントソリューションの新たなカタチ

個人認証カード（左）と、複合機にセットされたカード読み取り機（右）導入した複合機「bizhub 751」西濃シェンカー様の出力ルーム アジア・パシフィック全域で統一されたドキュメント・フォーム
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開発・その他

事業セグメント別売上高構成比（2012年度） 地域別売上高構成比（2012年度）

連結売上高

0

4,000

8,000

12,000

8,045 7,779

（億円）

2008 2009

440

2010
0

400

200

600

0

5

10

15

（年度）

（億円）

連結営業利益／営業利益率

（%）

5.9 5.5

406

2012

5.0

2009

9,478

2008 2010 2011 （年度）2012

400

5.1

2011

403

5.3

連結営業利益　　　連結営業利益率

8,1307,678

563

主要製品・サービス

ビジネスソリューション

プロダクションプリント

事業セグメント

情報機器事業

産業用材料・
機器事業

事業フィールド

● 複合機（MFP）
● レーザープリンター
● ファイリング機器
● ファクシミリ
● ソフトウェア・周辺機器

● デジタル印刷システム
● デジタル色校正システム
● CTP(印刷用プレート)
● リモート色管理システム

● RGBワークフロー
● プリプレス
生産システム

産業用インクジェット

機能材料

● インクジェットヘッド
● インクジェット
　 テキスタイルプリンター
● インクジェットプリントユニット
● インクジェットインク

● 印刷機器メーカー
● 捺染メーカー
● 産業装置メーカー

● 印刷会社
● 企業の印刷部門

● 企業のオフィス
● ソーホー

● 液晶偏光板用TACフィルム　
● 視野角拡大用VA-TACフィルム
● ガラス乾板
● バリアフィルム
● 機能性ウィンドウフィルム
● 有機EL照明

光学デバイス
● 光ディスク用ピックアップレンズ
● ピックアップ用プリズム
● HDD用ガラス基板

● マイクロカメラ
モジュール

● レンズユニット

計測機器
● 分光測色計、色彩色差計
● 照度計、色彩輝度計
● 分光放射輝度計
● 非接触3次元デジタイザー

● パルスオキシメーター
● 太陽電池評価装置
● 分光器

● デジタルX線画像診断システム（CR・DR）
● デジタルマンモグラフィー
● 超音波画像診断装置
● 医療用画像ファイリングシステム
● 医療用画像オールインワンシステム
● 医療用経営支援サービス
● 診断用医薬品

コニカミノルタグループ概要
幅広い事業領域で社会が求める新しい価値を創出していきます。

グローバルネットワーク
コニカミノルタが現地法人を設置している国は41カ国です。また、176の国と地域で現地法人ま
たは代理店経由などで事業展開を行っています（2013年3月31日現在）。

会社概要

● エレクトロニクス
メーカー

● 自動車関連メーカー
● 研究機関
● 医療・介護機関

● 大規模病院
● 診療所

● プラネタリウム館
● レストラン
● アミューズメント施設
● 美術館

ヘルスケア
事業

● 光学式プラネタリウム
● 全天周デジタル映像システム
● ドームスクリーン
● デジタルドーム映像
● プラネタリウムの施設の経営・運営

プラネタリウム
事業

名称 コニカミノルタ株式会社
本社所在地 東京都千代田区丸の内2-7-2
代表者 代表執行役社長　松﨑正年
設立 1936年12月22日

資本金 375億円19百万円
 （2013年3月31日現在）
決算期 3月31日
従業員数 単体：6,624名（2013年3月31日現在）
 連結：41,844名（2013年3月31日現在）

欧州 
28％

アジア
（日本を除く） 
16％

その他 8%

日本
28％

米国
20％

情報機器
72%

その他 1%

ヘルスケア 
9%
産業用材料・機器 
18%
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原則1： 人権擁護の支持と尊重
原則2： 人権侵害への非加担

原則3： 組合結成と団体交渉権の実効化
原則4： 強制労働の排除
原則5： 児童労働の実効的な排除
原則6： 雇用と職業の差別撤廃

原則7： 環境問題の予防的アプローチ
原則8： 環境に対する責任のイニシアティブ
原則9： 環境にやさしい技術の開発と普及

原則10： 強要・賄賂等の腐敗防止の取組み

グローバル・コンパクトの10原則

人権

労働基準

環境

腐敗防止

社
会
的
な
重
要
度

事業に与える影響度

取り組みを進める課題

高

高

CSRレポート（冊子）にて報告

ウェブサイトで報告

企業は、公正な競争を通じて利潤を追求するという経済
的主体であると同時に、広く社会にとって有用な存在で
あることが求められています。コニカミノルタグループ
は、全社員が本憲章の精神を深く認識し、社会的良識を
もって行動します。
1. 商品の有用性・安全性
私たちは、社会的に有用な商品・サービスを安全性に十分配
慮して開発、提供し、消費者・ユーザーの信頼を獲得します。

2. 公正・透明な企業活動
私たちは、法令・社会的規範を遵守し、国際ルール、定款に則
して行動し、公正・透明な企業活動を行います。

3. 社会とのコミュニケーションと情報の開示
私たちは、広く社会とのコミュニケーションを行い、企業情
報を適時かつ公正に開示します。

4. 環境の保全
私たちは、地球環境問題の重要性を認識し、環境保全に向
けて自主的かつ積極的に行動します。

5. 社会への貢献
私たちは、グローバルな視野を持ち、地域の文化や慣習を尊
重し、積極的に社会に貢献します。

6. 社員の尊重
私たちは、社員のゆとりと豊かさを実現し、安全で働きやすい
環境を確保するとともに、社員の人格、個性を尊重します。

7. 責任ある対処
本憲章に反するような事態が発生したときには、予め定めた
コンプライアンス手続きに則り、経営トップ自らが問題解決
にあたり、原因究明、再発防止に努めます。また、社会への迅
速かつ的確な情報の公開と説明責任を遂行し、権限と責任
を明確にした上、自らを含めて厳正な処分を行います。

コニカミノルタグループ行動憲章
経営トップは本憲章の精神の実現が自らの役割と責任
であることを認識し、率先垂範の上、全社員に周知徹底
します。また、グループ内外の声を常時把握し、実効ある
グループ内体制の整備を行うとともに、企業倫理の徹底
を図ります。

新しい価値の創造
経営理念

社会的責任投資（SRI）調査機関の評価

コニカミノルタは、経営理念である「新しい価値の創造」

の実現により、力強い成長を続けるとともに、「社会に支持さ

れ、必要とされる会社」となることを目指しています。そのた

め、事業活動を通じて社会の質を向上させる価値を生み出

し、社会的課題の解決に貢献していきたいと考えています。

コニカミノルタのCSR活動は、こうした経営理念と「コニカ

ミノルタグループ行動憲

章」を基本としています。

その理解と実践のよりど

ころとして、全世界共通の

｢コニカミノルタグループ

行動憲章ガイダンス｣を

作成し、行動憲章の各項

目における望ましい行動

を示しています。その中で、国連が提唱し、コニカミノルタ

（株）も署名している「グローバル・コンパクト」をはじめ、「世

界人権宣言」などの国際的な社会規範を尊重し、その理念に

即して行動することを明記しています。

CSR推進体制
コニカミノルタ（株）では、代表執行役社長が、グループ全

体のCSRに関する責任と権限を担う「CSR担当執行役」を兼

ね、その直下に置いた「CSR・広報・ブランド推進部」が、グ

ループ全体のCSRマネジメントを推進しています。同部は、

グループ内のコーポレート企画管理部門と連携して、CSR

活動の重点目標の設定、進捗確認を行うとともに、社外に対

する情報開示の役割を担っています。

また、CSR活動の重要テーマである環境・安全・品質につ

いては、環境･安全･品質担当執行役のもとに設置した「社会

環境統括部」が担当しています。同部はこれら3分野の責任

者会議や委員会などを主催して、グループ全体の方針策

定、体制構築、進捗管理を行うとともに、各事業部門と緊密

な連携を取って、情報提供や施策の支援を進めています。

なお、CSR活動の進捗については、毎週、CSR・広報・ブラン

ド推進部長がCSR担当執行役に報告し、併せて施策のレ

ビューや提案を行っています。さらに、重要案件については

適時、経営審議会などに諮るなど、経営課題の一環として

CSR活動を進めています。

CSR活動の重点目標の設定
CSRの重点目標の設定にあたっては、まず、さまざまなコ

ミュニケーションを通じて得られたステークホルダーの皆様

の声から、関心や要望の高い項目の把握に努めました。ま

た、グローバル・コンパクト、ISO26000をはじめ、CSR関連

の国際的要請事項を検討しました。さらに、各分野の事業計

画の策定にあたって検討されたリスクと機会を集約、整理し

ました。これらの結果に基づいて、社会的な重要度が高く、

かつ事業に与える影響が大きいと思われる課題を抽出し、

コニカミノルタの重点目標としました。

CSRレポート（冊子）では、重点目標の中でも、よりステー

クホルダーの皆様の関心が高いと思われる項目を中心に、

具体的な取り組みおよびその進捗を報告しています。

コニカミノルタ（株）は、2013年2月、スイスに拠点を置く、

世界の代表的なSRI調査・格付会社であるRobecoSAM社

によって、「ゴールドクラス」に初めて選定されました。

また、世界で最も良く知られるSRI指標の一つである

「FTSE4Good Global」インデックスに10年連続で採用さ

れています。

さらに、「DJSI（Dow Jones Sustainability Index）2012」

のWorld部門およびAsia Pacific部門、「モーニングスター

社会的責任投資株価指数（MS-SRI）」の構成銘柄に選定さ

れているほか、「oekom research AG」によるCSR格付で

「Prime」の認定、フォーラム・エティベルの「Ethibel Pioneer」

および「Ethibel Excellence」の投資ユニバースへの選定な

ど、さまざまなSRI調査機関から高い評価を受けています

（2013年6月19日現在）。

コニカミノルタについて ＞ CSR（社会・環境活動） ＞
CSRの取り組み ＞ コニカミノルタのCSR
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原則1： 人権擁護の支持と尊重
原則2： 人権侵害への非加担

原則3： 組合結成と団体交渉権の実効化
原則4： 強制労働の排除
原則5： 児童労働の実効的な排除
原則6： 雇用と職業の差別撤廃

原則7： 環境問題の予防的アプローチ
原則8： 環境に対する責任のイニシアティブ
原則9： 環境にやさしい技術の開発と普及

原則10： 強要・賄賂等の腐敗防止の取組み

グローバル・コンパクトの10原則

人権

労働基準

環境

腐敗防止

社
会
的
な
重
要
度

事業に与える影響度

取り組みを進める課題

高

高

CSRレポート（冊子）にて報告

ウェブサイトで報告

企業は、公正な競争を通じて利潤を追求するという経済
的主体であると同時に、広く社会にとって有用な存在で
あることが求められています。コニカミノルタグループ
は、全社員が本憲章の精神を深く認識し、社会的良識を
もって行動します。
1. 商品の有用性・安全性
私たちは、社会的に有用な商品・サービスを安全性に十分配
慮して開発、提供し、消費者・ユーザーの信頼を獲得します。

2. 公正・透明な企業活動
私たちは、法令・社会的規範を遵守し、国際ルール、定款に則
して行動し、公正・透明な企業活動を行います。

3. 社会とのコミュニケーションと情報の開示
私たちは、広く社会とのコミュニケーションを行い、企業情
報を適時かつ公正に開示します。

4. 環境の保全
私たちは、地球環境問題の重要性を認識し、環境保全に向
けて自主的かつ積極的に行動します。

5. 社会への貢献
私たちは、グローバルな視野を持ち、地域の文化や慣習を尊
重し、積極的に社会に貢献します。

6. 社員の尊重
私たちは、社員のゆとりと豊かさを実現し、安全で働きやすい
環境を確保するとともに、社員の人格、個性を尊重します。

7. 責任ある対処
本憲章に反するような事態が発生したときには、予め定めた
コンプライアンス手続きに則り、経営トップ自らが問題解決
にあたり、原因究明、再発防止に努めます。また、社会への迅
速かつ的確な情報の公開と説明責任を遂行し、権限と責任
を明確にした上、自らを含めて厳正な処分を行います。

コニカミノルタグループ行動憲章
経営トップは本憲章の精神の実現が自らの役割と責任
であることを認識し、率先垂範の上、全社員に周知徹底
します。また、グループ内外の声を常時把握し、実効ある
グループ内体制の整備を行うとともに、企業倫理の徹底
を図ります。

新しい価値の創造
経営理念

社会的責任投資（SRI）調査機関の評価

コニカミノルタは、経営理念である「新しい価値の創造」

の実現により、力強い成長を続けるとともに、「社会に支持さ

れ、必要とされる会社」となることを目指しています。そのた

め、事業活動を通じて社会の質を向上させる価値を生み出

し、社会的課題の解決に貢献していきたいと考えています。

コニカミノルタのCSR活動は、こうした経営理念と「コニカ

ミノルタグループ行動憲

章」を基本としています。

その理解と実践のよりど

ころとして、全世界共通の

｢コニカミノルタグループ

行動憲章ガイダンス｣を

作成し、行動憲章の各項

目における望ましい行動

を示しています。その中で、国連が提唱し、コニカミノルタ

（株）も署名している「グローバル・コンパクト」をはじめ、「世

界人権宣言」などの国際的な社会規範を尊重し、その理念に

即して行動することを明記しています。

CSR推進体制
コニカミノルタ（株）では、代表執行役社長が、グループ全

体のCSRに関する責任と権限を担う「CSR担当執行役」を兼

ね、その直下に置いた「CSR・広報・ブランド推進部」が、グ

ループ全体のCSRマネジメントを推進しています。同部は、

グループ内のコーポレート企画管理部門と連携して、CSR

活動の重点目標の設定、進捗確認を行うとともに、社外に対

する情報開示の役割を担っています。

また、CSR活動の重要テーマである環境・安全・品質につ

いては、環境･安全･品質担当執行役のもとに設置した「社会

環境統括部」が担当しています。同部はこれら3分野の責任

者会議や委員会などを主催して、グループ全体の方針策

定、体制構築、進捗管理を行うとともに、各事業部門と緊密

な連携を取って、情報提供や施策の支援を進めています。

なお、CSR活動の進捗については、毎週、CSR・広報・ブラン

ド推進部長がCSR担当執行役に報告し、併せて施策のレ

ビューや提案を行っています。さらに、重要案件については

適時、経営審議会などに諮るなど、経営課題の一環として

CSR活動を進めています。

CSR活動の重点目標の設定
CSRの重点目標の設定にあたっては、まず、さまざまなコ

ミュニケーションを通じて得られたステークホルダーの皆様

の声から、関心や要望の高い項目の把握に努めました。ま

た、グローバル・コンパクト、ISO26000をはじめ、CSR関連

の国際的要請事項を検討しました。さらに、各分野の事業計

画の策定にあたって検討されたリスクと機会を集約、整理し

ました。これらの結果に基づいて、社会的な重要度が高く、

かつ事業に与える影響が大きいと思われる課題を抽出し、

コニカミノルタの重点目標としました。

CSRレポート（冊子）では、重点目標の中でも、よりステー

クホルダーの皆様の関心が高いと思われる項目を中心に、

具体的な取り組みおよびその進捗を報告しています。

コニカミノルタ（株）は、2013年2月、スイスに拠点を置く、

世界の代表的なSRI調査・格付会社であるRobecoSAM社

によって、「ゴールドクラス」に初めて選定されました。

また、世界で最も良く知られるSRI指標の一つである

「FTSE4Good Global」インデックスに10年連続で採用さ

れています。

さらに、「DJSI（Dow Jones Sustainability Index）2012」

のWorld部門およびAsia Pacific部門、「モーニングスター

社会的責任投資株価指数（MS-SRI）」の構成銘柄に選定さ

れているほか、「oekom research AG」によるCSR格付で

「Prime」の認定、フォーラム・エティベルの「Ethibel Pioneer」

および「Ethibel Excellence」の投資ユニバースへの選定な

ど、さまざまなSRI調査機関から高い評価を受けています

（2013年6月19日現在）。

コニカミノルタについて ＞ CSR（社会・環境活動） ＞
CSRの取り組み ＞ コニカミノルタのCSR

コニカミノルタのCSR
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※1 重大事故：製品使用者の生命､身体に重大な被害を及ぼした場合､製品以外の財産に重大な被害を及ぼした場合を対象とする　
※2 品質トラブル指標：製品化工程および市場での品質トラブルに関わるコストをベースとした、コニカミノルタ独自の指標　

※3 重篤災害：①死亡、長期療養を要する(または可能性のある)疾病、障害の残る(または可能性のある)怪我、特定伝染病
②一時に3人以上の労働者が業務上死傷または罹病した災害（不休含む）

コニカミノルタが原材料や部品の供給
を受けているお取引先は、事業ごとに
異なりますが、日本および中国を中心と
するアジアの会社が全体の9割以上を
占めています。

コニカミノルタで働く従業員数は、全世
界で41,844名です。その構成比率は、
日本30%、欧州20%、北米18%、中国を
中心とするアジアおよびその他が32%
です(連結対象の正規従業員数。2013
年3月31日現在)。

コニカミノルタは、世界41カ国に拠点を
置いており、それぞれの地域のコミュニ
ティの一員として、活動しています。

コニカミノルタは世界各国で事業を展
開しています。お客様は事業ごとに異
なりますが、主要事業における主なお
客様は企業、官公庁、病院などです。

●お取引先説明会
●調達コラボレーションシステム
● CSRアンケート(自己診断アンケート)

コニカミノルタ（株）の株主数は30,206
名です。持株比率は外国法人などが
44%、日本の金融機関40%となってお
り、機関投資家および海外からの投資
比率が高いことが特徴です（2013年3
月31日現在）。

●株主総会
●投資家向け説明会
●投資家訪問
●アニュアルレポート、株主通信
● IRサイト

ものづくりに携わる企業として、事業活動
にともないさまざまな環境負荷を与えて
います。例えば、気候変動に影響を与え
るCO2排出や、枯渇資源である石油由来
資源の使用、生態系への影響などです。

● CSRレポート、環境報告書、
ウェブサイト

●地域報告会、説明会
●研究機関との協働

●双方向のイントラネット
●グループ報
●従業員意識調査
●労働組合との協議
●内部通報システム(ヘルプライン)
● 経営トップによる生産現場巡視時の
意見交換

●地域社会への貢献活動
●地域報告会、招待イベント
●講演、教育の場への講師派遣
●業界団体を通じた活動
●環境報告書、ウェブサイト

●ウェブサイト、コールセンターなど
の相談窓口

●ウェブサイト、ニューズレターによる
製品情報提供

●顧客満足度調査
●お客様訪問による情報交換
●ショールーム、展示会における情報
交換

●セミナーの開催

ステークホルダー テーマ 2012年度目標 2012年度実績 2013年度目標主な対話機会・コミュニケーションツール

コニカミノルタのCSR

コニカミノルタとステークホルダーとの関わり 目標と実績

地球環境
P15

1) 製品の重大事故※1
　 発生件数：0件
2) 品質トラブル指標※2：
　 2013年度までに2008年度比
　 で半減

●「お客様関係力」の強化

製品の安全性確保と、
品質トラブルの
未然防止

お客様満足の向上

1) 0件　2) 78%削減

● 製品安全教育の継続(対象者の約70%の
教育を修了)

● 市場品質問題のデータベース登録案件
に対する審査・評価の対応率100%

● 製品ライフサイクルの視点で品質課題を
抽出し、施策を検討・実施

●「お客様関係力強化推進責任者会議」を
設置し、事業ごとに管理指標の設定と施
策の具体化を実施

1) 製品の重大事故発生件数：0件
2) 品質トラブル指標：
　 2008年度比で80%削減
● 製品安全教育の全対象者の受講完了
● 製品ライフサイクルでの品質リスクマネ
ジメントの見える化の促進

● 事業単位で設定した「お客様関係力」の
強化の管理指標（ロイヤルティ測定値な
ど）の達成

● CSR調達の展開

● 紛争鉱物規制への対応

サプライチェーンに
おけるCSRの推進

● ほとんどの事業部門で、CSR調達を品質マ
ネジメントシステムISO9001のお取引先
評価に組み込み完了

● 診断員教育の実施

● 紛争鉱物規制に対応する推進体制を構築

● 全事業部門で、CSR調達を品質マネジ
メントシステムISO9001のお取引先評
価に組み込み完了し、運用開始

● 全事業部門を対象とした診断員教育の
継続

● 紛争鉱物規制対応のためのマネジメント
システムの構築

● アジア地域での直接対話による
IR活動強化

● IRサイトの充実

株主・投資家との
コミュニケーション
強化

● 香港およびシンガポールでのコンファレ
ンスおよび投資家訪問を実施

● ウェブサイトの使いやすさや情報の充実
度を評価する「Gomez IRサイトランキン
グ2013」で金賞を受賞

● 個人投資家向けウェブサイトの充実
● 個人投資家向け説明会の実施

● グローバルに活躍できる人材の
登用・育成

● 女性従業員のキャリア形成支援

1) 重篤災害※3発生件数：0件
2) 休業災害度数率：0.1以下

多様な人材の登用
および育成

労働安全衛生の推進

各国における
社会貢献活動の展開

地球温暖化防止

循環型社会への対応

生物多様性への対応

化学物質リスクの低減

● グループ共通の人材育成と活用のため
のプラットフォームを構築

● グローバルなビジネスリーダーの育成プ
ログラムの継続

● グローバル人材の採用と人材交流の推進

● 女性管理職育成のためのサポートプログ
ラムの実施

1) 0件　2) 国内0.11　海外0.10
● 類似災害の分析と再発防止策をグルー
プワイドに展開

● 設備本質安全化のモデル案件の拡大と
海外展開

● 人材育成と活用のためのプラットフォー
ムをグループワイドに浸透

● ビジネスリーダーの育成プログラムの対
象をマネージャークラスに拡大し、地域
ごとに開催

1) 重篤災害発生件数：0件
2) 休業災害度数率：0.1以下
● 就業時災害発生リスクの低減、類似災害
の再発防止

● 設備本質安全化の継続

→P.37に2012年度の主な取り組みを掲載

→ P23

お取引先
P30

従業員
P33

株主・
投資家
WEB

地域社会・
国際社会
P37

お客様
P25
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※1 重大事故：製品使用者の生命､身体に重大な被害を及ぼした場合､製品以外の財産に重大な被害を及ぼした場合を対象とする　
※2 品質トラブル指標：製品化工程および市場での品質トラブルに関わるコストをベースとした、コニカミノルタ独自の指標　

※3 重篤災害：①死亡、長期療養を要する(または可能性のある)疾病、障害の残る(または可能性のある)怪我、特定伝染病
②一時に3人以上の労働者が業務上死傷または罹病した災害（不休含む）

コニカミノルタが原材料や部品の供給
を受けているお取引先は、事業ごとに
異なりますが、日本および中国を中心と
するアジアの会社が全体の9割以上を
占めています。

コニカミノルタで働く従業員数は、全世
界で41,844名です。その構成比率は、
日本30%、欧州20%、北米18%、中国を
中心とするアジアおよびその他が32%
です(連結対象の正規従業員数。2013
年3月31日現在)。

コニカミノルタは、世界41カ国に拠点を
置いており、それぞれの地域のコミュニ
ティの一員として、活動しています。

コニカミノルタは世界各国で事業を展
開しています。お客様は事業ごとに異
なりますが、主要事業における主なお
客様は企業、官公庁、病院などです。

●お取引先説明会
●調達コラボレーションシステム
● CSRアンケート(自己診断アンケート)

コニカミノルタ（株）の株主数は30,206
名です。持株比率は外国法人などが
44%、日本の金融機関40%となってお
り、機関投資家および海外からの投資
比率が高いことが特徴です（2013年3
月31日現在）。

●株主総会
●投資家向け説明会
●投資家訪問
●アニュアルレポート、株主通信
● IRサイト

ものづくりに携わる企業として、事業活動
にともないさまざまな環境負荷を与えて
います。例えば、気候変動に影響を与え
るCO2排出や、枯渇資源である石油由来
資源の使用、生態系への影響などです。

● CSRレポート、環境報告書、
ウェブサイト

●地域報告会、説明会
●研究機関との協働

●双方向のイントラネット
●グループ報
●従業員意識調査
●労働組合との協議
●内部通報システム(ヘルプライン)
● 経営トップによる生産現場巡視時の
意見交換

●地域社会への貢献活動
●地域報告会、招待イベント
●講演、教育の場への講師派遣
●業界団体を通じた活動
●環境報告書、ウェブサイト

●ウェブサイト、コールセンターなど
の相談窓口

●ウェブサイト、ニューズレターによる
製品情報提供

●顧客満足度調査
●お客様訪問による情報交換
●ショールーム、展示会における情報
交換

●セミナーの開催

ステークホルダー テーマ 2012年度目標 2012年度実績 2013年度目標主な対話機会・コミュニケーションツール

コニカミノルタのCSR

コニカミノルタとステークホルダーとの関わり 目標と実績

地球環境
P15

1) 製品の重大事故※1
　 発生件数：0件
2) 品質トラブル指標※2：
　 2013年度までに2008年度比
　 で半減

●「お客様関係力」の強化

製品の安全性確保と、
品質トラブルの
未然防止

お客様満足の向上

1) 0件　2) 78%削減

● 製品安全教育の継続(対象者の約70%の
教育を修了)

● 市場品質問題のデータベース登録案件
に対する審査・評価の対応率100%

● 製品ライフサイクルの視点で品質課題を
抽出し、施策を検討・実施

●「お客様関係力強化推進責任者会議」を
設置し、事業ごとに管理指標の設定と施
策の具体化を実施

1) 製品の重大事故発生件数：0件
2) 品質トラブル指標：
　 2008年度比で80%削減
● 製品安全教育の全対象者の受講完了
● 製品ライフサイクルでの品質リスクマネ
ジメントの見える化の促進

● 事業単位で設定した「お客様関係力」の
強化の管理指標（ロイヤルティ測定値な
ど）の達成

● CSR調達の展開

● 紛争鉱物規制への対応

サプライチェーンに
おけるCSRの推進

● ほとんどの事業部門で、CSR調達を品質マ
ネジメントシステムISO9001のお取引先
評価に組み込み完了

● 診断員教育の実施

● 紛争鉱物規制に対応する推進体制を構築

● 全事業部門で、CSR調達を品質マネジ
メントシステムISO9001のお取引先評
価に組み込み完了し、運用開始

● 全事業部門を対象とした診断員教育の
継続

● 紛争鉱物規制対応のためのマネジメント
システムの構築

● アジア地域での直接対話による
IR活動強化

● IRサイトの充実

株主・投資家との
コミュニケーション
強化

● 香港およびシンガポールでのコンファレ
ンスおよび投資家訪問を実施

● ウェブサイトの使いやすさや情報の充実
度を評価する「Gomez IRサイトランキン
グ2013」で金賞を受賞

● 個人投資家向けウェブサイトの充実
● 個人投資家向け説明会の実施

● グローバルに活躍できる人材の
登用・育成

● 女性従業員のキャリア形成支援

1) 重篤災害※3発生件数：0件
2) 休業災害度数率：0.1以下

多様な人材の登用
および育成

労働安全衛生の推進

各国における
社会貢献活動の展開

地球温暖化防止

循環型社会への対応

生物多様性への対応

化学物質リスクの低減

● グループ共通の人材育成と活用のため
のプラットフォームを構築

● グローバルなビジネスリーダーの育成プ
ログラムの継続

● グローバル人材の採用と人材交流の推進

● 女性管理職育成のためのサポートプログ
ラムの実施

1) 0件　2) 国内0.11　海外0.10
● 類似災害の分析と再発防止策をグルー
プワイドに展開

● 設備本質安全化のモデル案件の拡大と
海外展開

● 人材育成と活用のためのプラットフォー
ムをグループワイドに浸透

● ビジネスリーダーの育成プログラムの対
象をマネージャークラスに拡大し、地域
ごとに開催

1) 重篤災害発生件数：0件
2) 休業災害度数率：0.1以下
● 就業時災害発生リスクの低減、類似災害
の再発防止

● 設備本質安全化の継続

→P.37に2012年度の主な取り組みを掲載

→ P23

お取引先
P30

従業員
P33

株主・
投資家
WEB

地域社会・
国際社会
P37

お客様
P25
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エコビジョン２０５０
① 製品ライフサイクルにおけるCO2排出量を、2050年までに2005年度比で80％削減する。
② 限りある地球資源の有効活用の最大化と資源循環を図る。
③ 生物多様性の修復と保全に取り組む。

テーマ 製品開発 生産 物流、販売・サービス

製品使用に起因する
CO2排出量：60％削減

生産活動に起因する
CO2排出量：10％削減
（売上高原単位※1） 
 

物流活動に起因
するCO2排出
量：30％削減
（売上高原単位）

販売・サービスに
起因するCO2排出
量：50％削減
（売上高原単位）

樹脂系材料など製品
に使用する資源量

生産時にロスとして発
生する樹脂系材料や
溶剤などの廃棄量

販売・サービス時に使用する車の燃料
使用量

● 生産活動からの
外部排出物量※2 ： 
50％削減（売上高原
単位）

● 包装材料の使用量：25％削減
（売上高原単位）

● 製品リサイクル ：
各地域における使用済
み製品の再資源化体制
の構築、再資源化率
90％以上

● 化学物質管理 ： 
サプライチェーン※3
全体を含めた化学物
質の厳格管理を維持

● VOC（揮発性有機
化合物）の大気
排出量：75％削減
(環境影響度指数※4)

回収・リサイクル
● 製品ライフサイクルにおけるCO2排出量 ： 20％削減● 製品ライフサイクルにおけるCO2排出量 ： 20％削減

● 石油由来資源の使用量 ： 20％削減（売上高原単位）● 石油由来資源の使用量 ： 20％削減（売上高原単位）

● 生物多様性の修復と保全に貢献する● 生物多様性の修復と保全に貢献する

※環境負荷削減効果を評価する指標として、これまで売上高原
単位による目標を設定してきましたが、為替変動や価格下落
の影響を受け、削減効果が適正に反映できなくなってきまし
た。そこで2013年度からは、これらの影響を受けない、各目
標にあった原単位指標（生産量原単位など）に変更し、環境負
荷削減効果を適正に評価していきます。

※1 売上高原単位：売上高当たりの環境負荷量
※2 外部排出物量：生産活動にともなって発生する総排出物量から内部リサイクル
量と減量化量を引いた、コニカミノルタの拠点外に排出される量

※3 サプライチェーン：上流の素材会社から部品加工会社を経て、コニカミノルタに
納品されるまでのルートを対象としています

※4 環境影響度指数：VOC排出量に有害性係数（人健康影響度、環境影響度）と立
地係数をかけ合わせた、コニカミノルタ独自の指数

地球温暖化
防止

循環型社会
への対応

化学物質
リスクの
低減

生物多様性
への対応

100

80

60

40

20

0

CO2排出量削減のイメージ
（%）

2005 2015 2050（年）

製品

回収、
物流、調達、
販売・サービス

2015年までに
2005年度比で
20%削減

C
O
2
排
出
量

生産

2050年までに
2005年度比で
80%削減

地球環境のために
コニカミノルタは、地球温暖化防止や資源循環、生物多
様性の保全に向けて、2050年をターゲットとする長期環
境ビジョン「エコビジョン2050」を策定しています。この
ビジョンの実現に向けたアクションプランとして、重点
テーマと具体的な目標を定めているのが、2015年度を
ターゲットとする「中期環境計画2015」です。
また2015年度の目標達成を支える活動として“3つのグ
リーン活動”を展開しています。コミュニケーションメッ
セージに掲げる「Giving Shape to Ideas」のもと、製品
開発から生産、物流、販売・サービス、さらには回収・リサ
イクルに至る事業プロセスの各段階で環境革新を創出
することで、コストダウン・販売促進とともに環境負荷低
減を実現していきます。

2012年度の活動実績

コニカミノルタの長期環境目標

グリーンプロダクツの創出を重点に取り組みを進めた結果、業界トップの環境性能を有した「グリーン
プロダクツ・プラス」認定製品の売上高比率が27％に達しました。
3つのグリーン活動を核に施策を展開した結果、製品ライフサイクルにおけるCO2排出量をはじめ、ほ
ぼすべての項目で2012年度の目標を達成しました。

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の発表によれば、
2004年の温室効果ガス排出量は490億t-CO2であ
り、これを世界人口64億人で割ると、年間一人当たり
7.66t-CO2となります。一方、地球が許容できる温室効果
ガスの自然吸収量は年間114億t-CO2といわれており、こ
れを2050年の予測人口92億人で割ると、一人当たり
1.24t-CO2となります。これは、現状の年間一人当たり排
出量の約80％減に相当します。
これを根拠の一つとして、私たちは、「エコビジョン2050」
において、「2050年に2005年比で製品ライフサイクルで
のCO2排出量80％削減」という目標を設定しました。

グリーンプロダクツ・プラス売上高比率

％27 ライフサイクルCO2排出量
（2005年度比） ％削減50

中期環境計画を支える3つのグリーン活動

グリーンマーケティング活動
環境配慮型販売・サービスの実践

販売・サービス

グリーンプロダクツ認定制度
環境配慮型製品の創出と提供

企画・開発

グリーンファクトリー認定制度
環境配慮型生産拠点の実現

生産

中期環境計画2015(基準年：2005年度)

コニカミノルタについて ＞ CSR（社会・環境活動） ＞ 環境への取り組み ＞ 環境計画の目標と取り組み

P17

P23
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エコビジョン２０５０
① 製品ライフサイクルにおけるCO2排出量を、2050年までに2005年度比で80％削減する。
② 限りある地球資源の有効活用の最大化と資源循環を図る。
③ 生物多様性の修復と保全に取り組む。

テーマ 製品開発 生産 物流、販売・サービス

製品使用に起因する
CO2排出量：60％削減

生産活動に起因する
CO2排出量：10％削減
（売上高原単位※1） 
 

物流活動に起因
するCO2排出
量：30％削減
（売上高原単位）

販売・サービスに
起因するCO2排出
量：50％削減
（売上高原単位）

樹脂系材料など製品
に使用する資源量

生産時にロスとして発
生する樹脂系材料や
溶剤などの廃棄量

販売・サービス時に使用する車の燃料
使用量

● 生産活動からの
外部排出物量※2 ： 
50％削減（売上高原
単位）

● 包装材料の使用量：25％削減
（売上高原単位）

● 製品リサイクル ：
各地域における使用済
み製品の再資源化体制
の構築、再資源化率
90％以上

● 化学物質管理 ： 
サプライチェーン※3
全体を含めた化学物
質の厳格管理を維持

● VOC（揮発性有機
化合物）の大気
排出量：75％削減
(環境影響度指数※4)

回収・リサイクル
● 製品ライフサイクルにおけるCO2排出量 ： 20％削減● 製品ライフサイクルにおけるCO2排出量 ： 20％削減

● 石油由来資源の使用量 ： 20％削減（売上高原単位）● 石油由来資源の使用量 ： 20％削減（売上高原単位）

● 生物多様性の修復と保全に貢献する● 生物多様性の修復と保全に貢献する

※環境負荷削減効果を評価する指標として、これまで売上高原
単位による目標を設定してきましたが、為替変動や価格下落
の影響を受け、削減効果が適正に反映できなくなってきまし
た。そこで2013年度からは、これらの影響を受けない、各目
標にあった原単位指標（生産量原単位など）に変更し、環境負
荷削減効果を適正に評価していきます。

※1 売上高原単位：売上高当たりの環境負荷量
※2 外部排出物量：生産活動にともなって発生する総排出物量から内部リサイクル
量と減量化量を引いた、コニカミノルタの拠点外に排出される量

※3 サプライチェーン：上流の素材会社から部品加工会社を経て、コニカミノルタに
納品されるまでのルートを対象としています

※4 環境影響度指数：VOC排出量に有害性係数（人健康影響度、環境影響度）と立
地係数をかけ合わせた、コニカミノルタ独自の指数

地球温暖化
防止

循環型社会
への対応

化学物質
リスクの
低減

生物多様性
への対応
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CO2排出量削減のイメージ
（%）

2005 2015 2050（年）

製品

回収、
物流、調達、
販売・サービス

2015年までに
2005年度比で
20%削減

C
O
2
排
出
量

生産

2050年までに
2005年度比で
80%削減

地球環境のために
コニカミノルタは、地球温暖化防止や資源循環、生物多
様性の保全に向けて、2050年をターゲットとする長期環
境ビジョン「エコビジョン2050」を策定しています。この
ビジョンの実現に向けたアクションプランとして、重点
テーマと具体的な目標を定めているのが、2015年度を
ターゲットとする「中期環境計画2015」です。
また2015年度の目標達成を支える活動として“3つのグ
リーン活動”を展開しています。コミュニケーションメッ
セージに掲げる「Giving Shape to Ideas」のもと、製品
開発から生産、物流、販売・サービス、さらには回収・リサ
イクルに至る事業プロセスの各段階で環境革新を創出
することで、コストダウン・販売促進とともに環境負荷低
減を実現していきます。

2012年度の活動実績

コニカミノルタの長期環境目標

グリーンプロダクツの創出を重点に取り組みを進めた結果、業界トップの環境性能を有した「グリーン
プロダクツ・プラス」認定製品の売上高比率が27％に達しました。
3つのグリーン活動を核に施策を展開した結果、製品ライフサイクルにおけるCO2排出量をはじめ、ほ
ぼすべての項目で2012年度の目標を達成しました。

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の発表によれば、
2004年の温室効果ガス排出量は490億t-CO2であ
り、これを世界人口64億人で割ると、年間一人当たり
7.66t-CO2となります。一方、地球が許容できる温室効果
ガスの自然吸収量は年間114億t-CO2といわれており、こ
れを2050年の予測人口92億人で割ると、一人当たり
1.24t-CO2となります。これは、現状の年間一人当たり排
出量の約80％減に相当します。
これを根拠の一つとして、私たちは、「エコビジョン2050」
において、「2050年に2005年比で製品ライフサイクルで
のCO2排出量80％削減」という目標を設定しました。

グリーンプロダクツ・プラス売上高比率

％27 ライフサイクルCO2排出量
（2005年度比） ％削減50

中期環境計画を支える3つのグリーン活動

グリーンマーケティング活動
環境配慮型販売・サービスの実践

販売・サービス

グリーンプロダクツ認定制度
環境配慮型製品の創出と提供

企画・開発

グリーンファクトリー認定制度
環境配慮型生産拠点の実現

生産

中期環境計画2015(基準年：2005年度)

コニカミノルタについて ＞ CSR（社会・環境活動） ＞ 環境への取り組み ＞ 環境計画の目標と取り組み
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サステナブルプロダクツ※
（SP）

グリーンプロダクツ・プラス
（GPplus）

グリーンプロダクツ
（GP）

製品アセスメントに基づく
環境配慮製品

認定必須条件

環境関連法規制
の順守

グローバル
環境マークの取得

CSR調達ガイドライン
に沿った活動

グリーンファクトリー
認定工場での生産

認定基準項目（抜粋）

持続可能な社会の実現に
貢献する製品

業界トップの環境性能を
実現した製品

業界トップレベルの
環境性能を実現した製品

地球温暖化防止 

●製品使用時のCO2排出量削減
●製品ライフサイクルCO2排出量削減
循環型社会への対応
●石油由来資源の使用量削減
●小型・軽量化
●長寿命化
●リユース・再生部材の使用促進
●植物由来材料の使用促進
●希少金属の使用量抑制

化学物質リスク低減
●有害化学物質の使用抑制
生物多様性への対応
●生物資源の持続可能な利用
生産プロセスの革新

SP
GPplus
グリーンプロダクツ全体

2012年度
目標

2012年度
実績

2015年度
目標

グリーンプロダクツの売上高比率

－
15％
20％

－
27％
31％

1商品
30％
50％

地球環境のために

コニカミノルタは、優れた環境性能を持つ製品を評価・認

定する独自の「グリーンプロダクツ認定制度」を導入してい

ます。この制度は、事業や製品特性に合わせた環境価値を

創出し、お客様や社会での環境負荷低減に貢献することを

目的としています。

2011年7月から本格運用を開始し、2011年度47機種、

2012年度28機種の認定製品を創出しています。また業界

トップの環境性能を有した「グリーンプロダクツ・プラス」認

定製品の売上高比率は、2012年度に27％に達しました。

2013年度からは、お客様側での環

境価値を創出するための新しい基準

を追加し、お客様や社会での環境負

荷低減をさらに進めていきます。

３つのグリーン活動

グリーンプロダクツ認定制度

グリーンプロダクツ認定体系

※SPの認定基準は、「独自の技術を搭載し、従来製品では実現
が困難な環境負荷低減を実現する製品」と規定しています。す
べての製品において環境負荷低減を図るとともに、技術革新
を促進し、持続可能な社会の実現に積極的に貢献することを
目指して、難易度の高い認定レベルとしています

事例 製品に独自開発のリサイクル素材を使用

コニカミノルタは、製品にリサイクル素材を使用することで、

資源の有効活用に努めています。例えば、カラー複合機

「bizhub C554e」

シリーズでは、本

体外装の約40％

にあたる20カ所に

2種類のリサイク

ル素材を使用して

います。その一つである「再生PC※1/PET※2」は、コニカミノル

タ独自のケミカルプロセッシング技術を用いた複合リサイク

ル素材です。市場から回収したウォーターサーバー用のガロン

ボトルとペットボトルの両素材を均一に混合させることで、安

全基準を満たす強度や難燃性を備え、射出成型も可能な再生

樹脂として開発したものです。
※1 PC（Polycarbonate）：熱可塑性プラスチックの一種
※2 PET（Polyethylene terephthalate）：ポリエステル素材の一種

2012年度グリーンプロダクツ認定製品の例

カラー複合機「bizhub C554e」
●従来製品に比べ消費電力（TEC値※1）
を約39％低減

●独自の難燃性再生PC/PETを採用
●業界トップクラス※2の静音設計

卓上型CR装置「REGIUS ΣII」
●消費電力を稼働時20％、待機時30％
低減（従来機種比）

●本体重量28kgと、カセッテ型CR装置
として世界最軽量※3

　（製造販売認証番号 223AIBZX00004000）

LED照明
「Symfos LED-TASKLIGHT」
A6KH-200、A6KH-300
●導光板を使った面発光照明では最高
レベルの電力消費効率を実現

●LED特有の眩しさとマルチシャドー（多
重の影）を低減した目に優しい照明

BD/DVD/CD互換 光ディスク用
プラスチック単玉対物レンズ
● 回折光学技術を駆使して業界初の
BD/DVD/CD互換光ディスク用プラ
スチック単玉対物レンズを実現、使用
する石油由来資源量を79％削減（従来
機種比）

●全長・外径ともに約45％の小型化を実
現（従来機種比）

コニカミノルタは、生産拠点の環境活動を総合的に評価す

る制度として、2010年から独自の「グリーンファクトリー認定

制度」を運用しています。この制度は、事業ごとの生産戦略に

沿った活動を展開することで、コストダウンと環境負荷低減を

進めることを目的としています。また、目標値の達成だけでな

く、実施プロセスに関する約250項目のガイドラインの達成

度も認定条件としています。

2011年度には初期の計画通り、全事業ユニット※でレベル

1を達成し、2012年度は5事業ユニット（日本3、中国2）が初め

てレベル2を達成しました。

本活動に沿った生産原単位削減によ

り、2012年度には、基準年の2005年度

に対して約10万トンのCO2排出量削

減、約1万トンの外部排出物量削減効果

を生んでいます。

2012年度は、28機種がグリーンプロダクツに認定されました。そのうち、以下の4機種を含む20機種がグリーンプロダク

ツ・プラスに認定されました。

グリーンファクトリー認定制度

※1 TEC値：国際エネルギースタープログラムで定められた測定法による数値　※2 2013年5月発売時点　※3 2012年6月発売時点

※1 生産原単位：生産高あるいは生産量当たりの環境負荷量　※2 基本的に2005年度を基準年とする。この数値を基本として、工場の特性に合わせた基準を個別に設定

テーマ 管理指標 レベル1 レベル2
地球温暖化防止 CO2排出量（生産原単位※1） 12％削減※2 20％削減※2

循環型社会への対応
ゼロエミッション
活動

外部排出物量（売上高原単位） 30％削減※2 50％削減※2

総排出物の最終処分率 0.5％以下 0.5％以下
石油由来資源廃棄物量（売上高原単位） 30％削減※2 50％削減※2

化学物質リスクの低減
VOC（揮発性有機化合物）の大気排出量 「中期環境計画2015」に基づく

各拠点の2011年度目標の達成
「中期環境計画2015」に基づく
各拠点の2015年度目標の達成

土壌汚染リスク対応指針 ― 対応指針に合致

生物多様性への対応 生物多様性対応指針
（水資源への配慮、排水への配慮、工場植栽の適正管理） ― 対応指針に合致

ガイドラインに沿った活動 実施項目の達成率 70％以上 90％以上

グリーンファクトリー認定基準

※所在地が異なっても同一の生産活動に携わる組織は、一つの事業ユニットとしていま
す。また、一つの所在地に複数の事業ユニットが含まれることもあります

再生PC／PET 再生PC／ABS

コニカミノルタについて > CSR（社会・環境活動） > 環境への取り組み > 
環境計画の目標と取り組み > 3つのグリーン活動
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サステナブルプロダクツ※
（SP）

グリーンプロダクツ・プラス
（GPplus）

グリーンプロダクツ
（GP）

製品アセスメントに基づく
環境配慮製品

認定必須条件

環境関連法規制
の順守

グローバル
環境マークの取得

CSR調達ガイドライン
に沿った活動

グリーンファクトリー
認定工場での生産

認定基準項目（抜粋）

持続可能な社会の実現に
貢献する製品

業界トップの環境性能を
実現した製品

業界トップレベルの
環境性能を実現した製品

地球温暖化防止 

●製品使用時のCO2排出量削減
●製品ライフサイクルCO2排出量削減
循環型社会への対応
●石油由来資源の使用量削減
●小型・軽量化
●長寿命化
●リユース・再生部材の使用促進
●植物由来材料の使用促進
●希少金属の使用量抑制

化学物質リスク低減
●有害化学物質の使用抑制
生物多様性への対応
●生物資源の持続可能な利用
生産プロセスの革新

SP
GPplus
グリーンプロダクツ全体

2012年度
目標

2012年度
実績

2015年度
目標

グリーンプロダクツの売上高比率

－
15％
20％

－
27％
31％

1商品
30％
50％

地球環境のために

コニカミノルタは、優れた環境性能を持つ製品を評価・認

定する独自の「グリーンプロダクツ認定制度」を導入してい

ます。この制度は、事業や製品特性に合わせた環境価値を

創出し、お客様や社会での環境負荷低減に貢献することを

目的としています。

2011年7月から本格運用を開始し、2011年度47機種、

2012年度28機種の認定製品を創出しています。また業界

トップの環境性能を有した「グリーンプロダクツ・プラス」認

定製品の売上高比率は、2012年度に27％に達しました。

2013年度からは、お客様側での環

境価値を創出するための新しい基準

を追加し、お客様や社会での環境負

荷低減をさらに進めていきます。

３つのグリーン活動

グリーンプロダクツ認定制度

グリーンプロダクツ認定体系

※SPの認定基準は、「独自の技術を搭載し、従来製品では実現
が困難な環境負荷低減を実現する製品」と規定しています。す
べての製品において環境負荷低減を図るとともに、技術革新
を促進し、持続可能な社会の実現に積極的に貢献することを
目指して、難易度の高い認定レベルとしています

事例 製品に独自開発のリサイクル素材を使用

コニカミノルタは、製品にリサイクル素材を使用することで、

資源の有効活用に努めています。例えば、カラー複合機

「bizhub C554e」

シリーズでは、本

体外装の約40％

にあたる20カ所に

2種類のリサイク

ル素材を使用して

います。その一つである「再生PC※1/PET※2」は、コニカミノル

タ独自のケミカルプロセッシング技術を用いた複合リサイク

ル素材です。市場から回収したウォーターサーバー用のガロン

ボトルとペットボトルの両素材を均一に混合させることで、安

全基準を満たす強度や難燃性を備え、射出成型も可能な再生

樹脂として開発したものです。
※1 PC（Polycarbonate）：熱可塑性プラスチックの一種
※2 PET（Polyethylene terephthalate）：ポリエステル素材の一種

2012年度グリーンプロダクツ認定製品の例

カラー複合機「bizhub C554e」
●従来製品に比べ消費電力（TEC値※1）
を約39％低減

●独自の難燃性再生PC/PETを採用
●業界トップクラス※2の静音設計

卓上型CR装置「REGIUS ΣII」
●消費電力を稼働時20％、待機時30％
低減（従来機種比）

●本体重量28kgと、カセッテ型CR装置
として世界最軽量※3

　（製造販売認証番号 223AIBZX00004000）

LED照明
「Symfos LED-TASKLIGHT」
A6KH-200、A6KH-300
●導光板を使った面発光照明では最高
レベルの電力消費効率を実現

●LED特有の眩しさとマルチシャドー（多
重の影）を低減した目に優しい照明

BD/DVD/CD互換 光ディスク用
プラスチック単玉対物レンズ
● 回折光学技術を駆使して業界初の
BD/DVD/CD互換光ディスク用プラ
スチック単玉対物レンズを実現、使用
する石油由来資源量を79％削減（従来
機種比）

●全長・外径ともに約45％の小型化を実
現（従来機種比）

コニカミノルタは、生産拠点の環境活動を総合的に評価す

る制度として、2010年から独自の「グリーンファクトリー認定

制度」を運用しています。この制度は、事業ごとの生産戦略に

沿った活動を展開することで、コストダウンと環境負荷低減を

進めることを目的としています。また、目標値の達成だけでな

く、実施プロセスに関する約250項目のガイドラインの達成

度も認定条件としています。

2011年度には初期の計画通り、全事業ユニット※でレベル

1を達成し、2012年度は5事業ユニット（日本3、中国2）が初め

てレベル2を達成しました。

本活動に沿った生産原単位削減によ

り、2012年度には、基準年の2005年度

に対して約10万トンのCO2排出量削

減、約1万トンの外部排出物量削減効果

を生んでいます。

2012年度は、28機種がグリーンプロダクツに認定されました。そのうち、以下の4機種を含む20機種がグリーンプロダク

ツ・プラスに認定されました。

グリーンファクトリー認定制度

※1 TEC値：国際エネルギースタープログラムで定められた測定法による数値　※2 2013年5月発売時点　※3 2012年6月発売時点

※1 生産原単位：生産高あるいは生産量当たりの環境負荷量　※2 基本的に2005年度を基準年とする。この数値を基本として、工場の特性に合わせた基準を個別に設定

テーマ 管理指標 レベル1 レベル2
地球温暖化防止 CO2排出量（生産原単位※1） 12％削減※2 20％削減※2

循環型社会への対応
ゼロエミッション
活動

外部排出物量（売上高原単位） 30％削減※2 50％削減※2

総排出物の最終処分率 0.5％以下 0.5％以下
石油由来資源廃棄物量（売上高原単位） 30％削減※2 50％削減※2

化学物質リスクの低減
VOC（揮発性有機化合物）の大気排出量 「中期環境計画2015」に基づく

各拠点の2011年度目標の達成
「中期環境計画2015」に基づく
各拠点の2015年度目標の達成

土壌汚染リスク対応指針 ― 対応指針に合致

生物多様性への対応 生物多様性対応指針
（水資源への配慮、排水への配慮、工場植栽の適正管理） ― 対応指針に合致

ガイドラインに沿った活動 実施項目の達成率 70％以上 90％以上

グリーンファクトリー認定基準

※所在地が異なっても同一の生産活動に携わる組織は、一つの事業ユニットとしていま
す。また、一つの所在地に複数の事業ユニットが含まれることもあります

再生PC／PET 再生PC／ABS

コニカミノルタについて > CSR（社会・環境活動） > 環境への取り組み > 
環境計画の目標と取り組み > 3つのグリーン活動
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製品ライフサイクルCO2排出量
　製品使用　　生産　　物流　　販売・サービス
　製品ライフサイクル（目標）　　製品使用（目標）

（年度）

（千t-CO2）

2005

1,637

2011 2013
目標目標

2010

888

実績
2012

1,309

2015
目標

0

1,800

1,350

900

450

818844 849 773

地球環境のために 地球環境のために

コニカミノルタは、環境配慮型の販売・サービスの実践と

して、「グリーンマーケティング活動」を進めています。この活

動は、物流、包装、販売・サービスでの効率化施策を展開する

ことで、コストダウンと環境負荷低減を進めるとともに、お客

様に対して効率化ソリューションを提供することで、お客様で

の環境負荷低減に貢献することを目的としています。

具体的には、「中期環境計画2015」に沿って、物流にとも

なうCO2排出量の削減、包装材料の削減、営業車などの燃

料使用量の削減や、使用済み製品の回収・再資源化体制の

構築に取り組んでいます。また、お客様の製品使用時の環

境負荷低減に寄与するため、グリーンプロダクツの提供や、

オフィスにおけるドキュメント出力環境の最適化をサポート

するソリューション「OPS※」の提供などに注力しています。

グリーンマーケティング活動

コニカミノルタは、製品ライフサイクル全体でCO2排出

量を削減していくために、製品使用、生産、物流、販売・サー

ビスの各段階に対応した削減目標を設定しています。2012

年度は、これまでの削減効果を踏まえ、2015年度目標より

も高い削減目標を設定し取り組んだ結果、2005年度比

50％の削減を達成しました。

製品使用時については、CO2排出量全体の9割以上を占

める情報機器事業に重点を置き、製品の省エネ技術開発を

進めています。2012年度は、従来機種から大幅に消費電力

を削減した「bizhub C554」シリーズ、「bizhub C554e」

シリーズを投入するなど、カラー複合機を中心に省エネ性

能の高いラインナップを強化しました。

生産活動では、グリーンファクトリー認定制度に沿って、エ

ネルギー生産性の向上に努めています。2011年度までに全

事業ユニットでレベル1を達成した後も、環境負荷低減の取り

組みを継続的に展開した結果、2012年度には、5事業ユニッ

トがレベル2を達成しました。

物流活動では、航空機輸送の削減をテーマに、品質問題

発生の極小化、開発日程の遵守や需要予測の向上に取り組

みました。

販売・サービス活動では、世界各国の販売会社で営業車

両利用にともなうCO2排出量を管理し、その抑制に努める

とともに、オフィスにおける消費電力量削減に取り組んでい

ます。

地球温暖化防止

中期環境計画の進捗

業界トップクラスの低消費電力を実現したカラー複合機「bizhub C554e」

「bizhub C554e」は、業界でトップクラスの低消費電力を

実現したカラー複合機です。スキャナー光源へのLED使用

や、IH（誘導加熱）技術の活用により発熱効率を高めたIH定着

のさらなる改良などにより、使用時の省電力化を図っていま

す。また、スリープ中にもきめ細かな節電対策を施すことで、

待機電力を従来機の3分の1に抑制しています。これら多様

な環境技術を取り入れることで、

従来機種※1より約39％の消費電

力(TEC値※2比較)削減を実現し

ています。

事例1

グリーンファクトリー認定制度に沿った施策で大幅なCO2排出削減を実現

医療用画像診断機器を生産するコニカミノルタテクノプロダク

ト（株）狭山では、生産ラインの構成を見直すことで、生産エリアの

縮小や照明・空調の最適化などを推進しました。また、光ディスク

用ピックアップレンズなどの光学デバイス生産のマザー工場であ

るコニカミノルタオプトプロダクト（株）は、自社で成果を上げた

CO2排出量削減の施策を中国のコニカミノルタオプト（大連）社

へ横展開して実施しました。その結果、それぞれ2012年度にグ

ループ内で初めて「グリーンファクトリーレベル2」を達成しました。

事例2

※1 従来機種：bizhub C552DS
※2 TEC値：国際エネルギースタープログラム
で定められた測定法による数値

※OPS(Optimized Print Services)：お客様の出力と文書管理の環境を最適化する
コンサルティングサービス P5

P18

事業密着型の環境配慮活動で「香港グリーンアワード」を受賞

香港の販売会社であるコニカミノルタビジネスソリューショ

ンズ(香港)社は、事業密着型の環境配慮活動を展開していま

す。多くの環境技術の搭載により「香港グリーンラベル」を取得

した複合機の販売をはじめ、使用済み複合機の回収・リサイク

ル、複合機の最適配置を提案することでお客様の使用環境下

での省エネや紙資源の節約を促進する「OPS」にも注力してい

ます。

さらに、「エメラルド学習プログラム」と題して、地元の環境

NGO団体「グリーンセンス」と共同で子どもたち向けの環境

教育活動を実施しています。

これらの活動が評価され、「香港グリーンカウンシル」が主催

する「香港グリーンアワード2012」で銅賞を受賞しました。

事例1
P38

エコドライブと省エネワークスタイルの推進

日本の販売会社であるコニカミノルタビジネスソリューショ

ンズ（株）では、全社有車に「車両運行管理システム」を導入して

います。本システムは、車両の運行状況に関する情報（急加速、

急減速時の速度や運転時間、燃費など）を常時収集して、デー

タとして蓄積するものです。データをチェックすることで、例え

ば長時間アイドリングの抑制など、燃料消費をできるだけ抑え

るエコドライブを推進し、車両による環境負荷を低減します。

また、省エネワークスタイルの推進に向けて、2013年2月、

本社ビルに「電力見える化」システムを導入しました。各階の使

用電力量を計測してイントラネットに表示するとともに、指定し

た電力量を超えた場合はメールを発信することで、従業員の

節電意識を高めています。さらに、受付の電子看板にも使用電

力量をリアルタイムで表示し、来訪者、施設利用者にもご覧い

ただけるようにしています。

事例2

画面表示例

コニカミノルタについて > CSR（社会・環境活動） > 環境への取り組み >
環境計画の目標と取り組み > 2012年度の目標と実績
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製品ライフサイクルCO2排出量
　製品使用　　生産　　物流　　販売・サービス
　製品ライフサイクル（目標）　　製品使用（目標）

（年度）

（千t-CO2）
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2011 2013
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0

1,800

1,350

900

450

818844 849 773

地球環境のために 地球環境のために

コニカミノルタは、環境配慮型の販売・サービスの実践と

して、「グリーンマーケティング活動」を進めています。この活

動は、物流、包装、販売・サービスでの効率化施策を展開する

ことで、コストダウンと環境負荷低減を進めるとともに、お客

様に対して効率化ソリューションを提供することで、お客様で

の環境負荷低減に貢献することを目的としています。

具体的には、「中期環境計画2015」に沿って、物流にとも

なうCO2排出量の削減、包装材料の削減、営業車などの燃

料使用量の削減や、使用済み製品の回収・再資源化体制の

構築に取り組んでいます。また、お客様の製品使用時の環

境負荷低減に寄与するため、グリーンプロダクツの提供や、

オフィスにおけるドキュメント出力環境の最適化をサポート

するソリューション「OPS※」の提供などに注力しています。

グリーンマーケティング活動

コニカミノルタは、製品ライフサイクル全体でCO2排出

量を削減していくために、製品使用、生産、物流、販売・サー

ビスの各段階に対応した削減目標を設定しています。2012

年度は、これまでの削減効果を踏まえ、2015年度目標より

も高い削減目標を設定し取り組んだ結果、2005年度比

50％の削減を達成しました。

製品使用時については、CO2排出量全体の9割以上を占

める情報機器事業に重点を置き、製品の省エネ技術開発を

進めています。2012年度は、従来機種から大幅に消費電力

を削減した「bizhub C554」シリーズ、「bizhub C554e」

シリーズを投入するなど、カラー複合機を中心に省エネ性

能の高いラインナップを強化しました。

生産活動では、グリーンファクトリー認定制度に沿って、エ

ネルギー生産性の向上に努めています。2011年度までに全

事業ユニットでレベル1を達成した後も、環境負荷低減の取り

組みを継続的に展開した結果、2012年度には、5事業ユニッ

トがレベル2を達成しました。

物流活動では、航空機輸送の削減をテーマに、品質問題

発生の極小化、開発日程の遵守や需要予測の向上に取り組

みました。

販売・サービス活動では、世界各国の販売会社で営業車

両利用にともなうCO2排出量を管理し、その抑制に努める

とともに、オフィスにおける消費電力量削減に取り組んでい

ます。

地球温暖化防止

中期環境計画の進捗

業界トップクラスの低消費電力を実現したカラー複合機「bizhub C554e」

「bizhub C554e」は、業界でトップクラスの低消費電力を

実現したカラー複合機です。スキャナー光源へのLED使用

や、IH（誘導加熱）技術の活用により発熱効率を高めたIH定着

のさらなる改良などにより、使用時の省電力化を図っていま

す。また、スリープ中にもきめ細かな節電対策を施すことで、

待機電力を従来機の3分の1に抑制しています。これら多様

な環境技術を取り入れることで、

従来機種※1より約39％の消費電

力(TEC値※2比較)削減を実現し

ています。

事例1

グリーンファクトリー認定制度に沿った施策で大幅なCO2排出削減を実現

医療用画像診断機器を生産するコニカミノルタテクノプロダク

ト（株）狭山では、生産ラインの構成を見直すことで、生産エリアの

縮小や照明・空調の最適化などを推進しました。また、光ディスク

用ピックアップレンズなどの光学デバイス生産のマザー工場であ

るコニカミノルタオプトプロダクト（株）は、自社で成果を上げた

CO2排出量削減の施策を中国のコニカミノルタオプト（大連）社

へ横展開して実施しました。その結果、それぞれ2012年度にグ

ループ内で初めて「グリーンファクトリーレベル2」を達成しました。

事例2

※1 従来機種：bizhub C552DS
※2 TEC値：国際エネルギースタープログラム
で定められた測定法による数値

※OPS(Optimized Print Services)：お客様の出力と文書管理の環境を最適化する
コンサルティングサービス P5

P18

事業密着型の環境配慮活動で「香港グリーンアワード」を受賞

香港の販売会社であるコニカミノルタビジネスソリューショ

ンズ(香港)社は、事業密着型の環境配慮活動を展開していま

す。多くの環境技術の搭載により「香港グリーンラベル」を取得

した複合機の販売をはじめ、使用済み複合機の回収・リサイク

ル、複合機の最適配置を提案することでお客様の使用環境下

での省エネや紙資源の節約を促進する「OPS」にも注力してい

ます。

さらに、「エメラルド学習プログラム」と題して、地元の環境

NGO団体「グリーンセンス」と共同で子どもたち向けの環境

教育活動を実施しています。

これらの活動が評価され、「香港グリーンカウンシル」が主催

する「香港グリーンアワード2012」で銅賞を受賞しました。

事例1
P38

エコドライブと省エネワークスタイルの推進

日本の販売会社であるコニカミノルタビジネスソリューショ

ンズ（株）では、全社有車に「車両運行管理システム」を導入して

います。本システムは、車両の運行状況に関する情報（急加速、

急減速時の速度や運転時間、燃費など）を常時収集して、デー

タとして蓄積するものです。データをチェックすることで、例え

ば長時間アイドリングの抑制など、燃料消費をできるだけ抑え

るエコドライブを推進し、車両による環境負荷を低減します。

また、省エネワークスタイルの推進に向けて、2013年2月、

本社ビルに「電力見える化」システムを導入しました。各階の使

用電力量を計測してイントラネットに表示するとともに、指定し

た電力量を超えた場合はメールを発信することで、従業員の

節電意識を高めています。さらに、受付の電子看板にも使用電

力量をリアルタイムで表示し、来訪者、施設利用者にもご覧い

ただけるようにしています。

事例2

画面表示例

コニカミノルタについて > CSR（社会・環境活動） > 環境への取り組み >
環境計画の目標と取り組み > 2012年度の目標と実績
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生産活動からの外部排出物量※

※ 2013年度の目標値は、売上高原単位から生産量原単位に変更します
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VOC大気排出総量（リスク換算）※

※ 2013年度の目標値は、総ポイント数から生産量原単位に変更します
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地球環境のために

石油由来資源使用量の削減については、製品開発、生産、

販売・サービスの各段階で取り組みを進めています。なかで

も重点を置いているのが、全体の6割以上を占める、樹脂系

材料など、製品に使用する資源量の削減です。情報機器事業

では、独自開発の再生樹脂「再生PC/PET」と、植物由来のバ

イオプラスチックの2つの環境対応樹脂をバランス良く搭載

した「bizhub C554」シリーズ、「bizhub C554e」シリーズを

投入するなど、再生素材を積極的に採用しています。

生産活動からの外部排出物量の削減については、グリーン

ファクトリー認定基準に沿って、事業ユニットごとに生産効率

向上や内部リサイクル率向上に取り組んでいます。

また、包装材料の使用量削減と製品リサイクルの推進に

ついては、使用量の9割以上を占める情報機器事業に重点

を置いて、梱包材の減量化やリユース、再資源化の検討を

進めました。

循環型社会への対応

コニカミノルタは、サプライチェーン全体での化学物質の

厳格管理に取り組んでいます。2012年度は、REACH規則※1

の高懸念物質(SVHC)の中から削減対象を選定し、代替化の

調査を実施するとともに、用途・分野に応じた削減管理計画

を策定しました。また、お取引先にも製品含有物質管理をお

願いし、改正RoHS 指令※2に適合した管理を行っています。

大気排出のVOC（揮発性有機化合物）については、有害

性と使用量からリスクの高いものを削減対象とし、1993年

から世界各国の生産拠点で排出量削減に取り組んできまし

た。2012年度は、グリーンファクトリー認定制度に沿った施

策を進めて、すべての事業において目標を達成しました。

化学物質リスクの低減

TACフィルムの薄膜化により省資源化を実現

機能材料分野では、コニカミノルタの強みである製膜技術

を活かして、液晶ディスプレイの偏光板を保護するTACフィル

ムの薄膜化を推進しています。情報機器の軽量化とともに、省

資源化にも寄与してきました。これまで高品質の40μm厚の薄

膜製品を展開してきましたが、さらに業界に先駆けてモバイル

市場向けに25μm厚の

超薄膜TACフィルムを

開発、2012年11月より

量産を開始しました。

事例1

レアアースの一種、酸化セリウムのリサイクル技術を開発

レアアース（希土類）は、産出国が限られることから供給制限や

価格上昇などのリスクが懸念されています。また、持続可能な社会

の実現という観点から有効活用が求められています。ガラス研磨

材として使用される酸化セリウムもレアアースの一種であり、研磨

後の廃液からの再生利用が求められていましたが、いかにガラス

成分を取り除くかが課題となっていました。

コニカミノルタは、フィルム開発とトナー開発で培ってきた高度

な材料技術をベースに、研磨廃液からの高純度なリサイクルを可

能にする技術の開発に成功しました。研磨後の製品を洗浄した排

水も回収リサイクルの対象とすることで、研磨工程全体でのリサイ

クル率は9割を超えています。

国内外のレンズやHDD用ガラ

ス基板の生産拠点にこの技術

の導入を進めるとともに、外販

展開によって産業社会全体での

資源循環に貢献していきます。

事例2

※1 REACH規則：EUが従来の化学物質関連の規制を統合して、2007年6月に施行した、
　　化学物質の登録、評価、認可、制限に関する規則 
※2 RoHS指令：EUが2006年7月に施行した、電気電子機器への特定有害物質の含有を
　　禁止する規制

コニカミノルタは、生産拠点を中心に生物多様性への対

応を進めています。グリーンファクトリー認定制度のレベル

2認定基準に「生物多様性対応指針」への合致を盛り込み、

水資源への配慮、排水への配慮、工場植栽の適正管理を求

めています。

その一環として、排水による生態系への影響を確認する

ため、「バイオアッセイ（生物応答）を利用したWET※評価」

による生態系影響調査を行っています。2011年度には生

産工程で使用した排水を公共用水域へ排出している国内

4工場に対して実施しました。2012年度にはマレーシアの

工場でも実施し、ともに藻類などの供試生物への影響が認

められないことを確認しました。今後も、生産工程の変更

があった場合など、必要に応じて実施していきます。

生物多様性への対応

※WET（Whole Effluent Toxicity）：個別の化学物質を評価するものではなく、排水そ
のものが水生生物へ影響を及ぼすかを評価する手法。従来の排水管理手法と異なり、
未規制物質や複数の化学物質による生態系への複合的影響を総合的に管理できる

液晶偏光板用TACフィルム

生物多様性対応指針（抜粋）

区分 チェック項目

水資源への配慮 使用する水について、総取水量の削減目標を設定
し、削減施策を実施していること。

排水への配慮 公共用水域へ排出する排水が、水生生物の生息環境
など生態系へ及ぼす影響を確認できていること。

工場植栽の
適正管理

工場敷地内で、生態系に悪影響を及ぼすおそれが強い
外来侵入種の植栽、種子の播種を行っていないこと。

P18

P17
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生産活動からの外部排出物量※

※ 2013年度の目標値は、売上高原単位から生産量原単位に変更します
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21.721.7

VOC大気排出総量（リスク換算）※

※ 2013年度の目標値は、総ポイント数から生産量原単位に変更します
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2010 2011 （年度）2005

5,032
（ポイント）

1,2451,3371,366

目標実績
2012

0

4,000

3,000

2,000

1,000

1,482

地球環境のために

石油由来資源使用量の削減については、製品開発、生産、

販売・サービスの各段階で取り組みを進めています。なかで

も重点を置いているのが、全体の6割以上を占める、樹脂系

材料など、製品に使用する資源量の削減です。情報機器事業

では、独自開発の再生樹脂「再生PC/PET」と、植物由来のバ

イオプラスチックの2つの環境対応樹脂をバランス良く搭載

した「bizhub C554」シリーズ、「bizhub C554e」シリーズを

投入するなど、再生素材を積極的に採用しています。

生産活動からの外部排出物量の削減については、グリーン

ファクトリー認定基準に沿って、事業ユニットごとに生産効率

向上や内部リサイクル率向上に取り組んでいます。

また、包装材料の使用量削減と製品リサイクルの推進に

ついては、使用量の9割以上を占める情報機器事業に重点

を置いて、梱包材の減量化やリユース、再資源化の検討を

進めました。

循環型社会への対応

コニカミノルタは、サプライチェーン全体での化学物質の

厳格管理に取り組んでいます。2012年度は、REACH規則※1

の高懸念物質(SVHC)の中から削減対象を選定し、代替化の

調査を実施するとともに、用途・分野に応じた削減管理計画

を策定しました。また、お取引先にも製品含有物質管理をお

願いし、改正RoHS 指令※2に適合した管理を行っています。

大気排出のVOC（揮発性有機化合物）については、有害

性と使用量からリスクの高いものを削減対象とし、1993年

から世界各国の生産拠点で排出量削減に取り組んできまし

た。2012年度は、グリーンファクトリー認定制度に沿った施

策を進めて、すべての事業において目標を達成しました。

化学物質リスクの低減

TACフィルムの薄膜化により省資源化を実現

機能材料分野では、コニカミノルタの強みである製膜技術

を活かして、液晶ディスプレイの偏光板を保護するTACフィル

ムの薄膜化を推進しています。情報機器の軽量化とともに、省

資源化にも寄与してきました。これまで高品質の40μm厚の薄

膜製品を展開してきましたが、さらに業界に先駆けてモバイル

市場向けに25μm厚の

超薄膜TACフィルムを

開発、2012年11月より

量産を開始しました。

事例1

レアアースの一種、酸化セリウムのリサイクル技術を開発

レアアース（希土類）は、産出国が限られることから供給制限や

価格上昇などのリスクが懸念されています。また、持続可能な社会

の実現という観点から有効活用が求められています。ガラス研磨

材として使用される酸化セリウムもレアアースの一種であり、研磨

後の廃液からの再生利用が求められていましたが、いかにガラス

成分を取り除くかが課題となっていました。

コニカミノルタは、フィルム開発とトナー開発で培ってきた高度

な材料技術をベースに、研磨廃液からの高純度なリサイクルを可

能にする技術の開発に成功しました。研磨後の製品を洗浄した排

水も回収リサイクルの対象とすることで、研磨工程全体でのリサイ

クル率は9割を超えています。

国内外のレンズやHDD用ガラ

ス基板の生産拠点にこの技術

の導入を進めるとともに、外販

展開によって産業社会全体での

資源循環に貢献していきます。

事例2

※1 REACH規則：EUが従来の化学物質関連の規制を統合して、2007年6月に施行した、
　　化学物質の登録、評価、認可、制限に関する規則 
※2 RoHS指令：EUが2006年7月に施行した、電気電子機器への特定有害物質の含有を
　　禁止する規制

コニカミノルタは、生産拠点を中心に生物多様性への対

応を進めています。グリーンファクトリー認定制度のレベル

2認定基準に「生物多様性対応指針」への合致を盛り込み、

水資源への配慮、排水への配慮、工場植栽の適正管理を求

めています。

その一環として、排水による生態系への影響を確認する

ため、「バイオアッセイ（生物応答）を利用したWET※評価」

による生態系影響調査を行っています。2011年度には生

産工程で使用した排水を公共用水域へ排出している国内

4工場に対して実施しました。2012年度にはマレーシアの

工場でも実施し、ともに藻類などの供試生物への影響が認

められないことを確認しました。今後も、生産工程の変更

があった場合など、必要に応じて実施していきます。

生物多様性への対応

※WET（Whole Effluent Toxicity）：個別の化学物質を評価するものではなく、排水そ
のものが水生生物へ影響を及ぼすかを評価する手法。従来の排水管理手法と異なり、
未規制物質や複数の化学物質による生態系への複合的影響を総合的に管理できる

液晶偏光板用TACフィルム

生物多様性対応指針（抜粋）

区分 チェック項目

水資源への配慮 使用する水について、総取水量の削減目標を設定
し、削減施策を実施していること。

排水への配慮 公共用水域へ排出する排水が、水生生物の生息環境
など生態系へ及ぼす影響を確認できていること。

工場植栽の
適正管理

工場敷地内で、生態系に悪影響を及ぼすおそれが強い
外来侵入種の植栽、種子の播種を行っていないこと。

P18

P17
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コニカミノルタは、サプライチェーンの上流から下流まで

にわたる、コニカミノルタの活動にともなうCO2排出量全体

について、原則として国際標準であるGHGプロトコル※の

基準に準拠して算定を行いました。その結果、サプライ

チェーン全体でのCO2排出量は、約150.7万トンであること

を把握しました。

私たちの企業活動による排出、すなわち、燃料使用にとも

なう直接排出（スコープ1）と、外部から購入する電力や熱の

使用にともなう間接排出（スコープ2）の合計は、約45.3万ト

ン程度、全体の約30％でした。これに対して、コニカミノルタ

の活動にともなう間接的な排出（スコープ3）は、約105.5万

トン、全体の約70％を占めることが分かりました。

スコープ3のなかで排出量が多いカテゴリーとしては、購

入した物品、サービス（27.1％）、販売した製品の使用

（24.3％）が挙げられます。これらは、私たちがこれまでも算

定を行ってきた範囲の項目ですが、購入した物品、サービス

について排出削減目標を設定して施策管理を徹底する必要

があるなど、新たな課題を発見することができました。今後

は、これらの算定結果を踏まえて、関連するステークホル

ダーと情報を共有しながら、サプライチェーン全体での

CO2排出量管理と削減活動を進めていきます。
※ GHGプロトコル：温室効果ガス（Greenhouse Gas：GHG）排出量の算定と報告のガイ
ドライン

※数値については四捨五入しているため、合計が合わない場合があります

2012年度の目標と実績／2013年度目標

※1 売上高原単位 ： 売上高当たりの環境負荷量
※2 外部排出物量 ： 生産活動にともなって発生する総排出物量から内部リサイクル量と減量化量を引いた、
コニカミノルタの拠点外に排出される量

※3 RoHS指令 ： EUが2006年7月に施行した、電気電子機器への特定有害物質の含有を禁止する規制
※4 環境影響度指数 ： VOC排出量に有害性係数（人健康影響、環境影響度）と立地係数をかけ合わせた、コ
ニカミノルタ独自の指数

GP  グリーンプロダクツ認定制度に沿った活動
GF  グリーンファクトリー認定制度に沿った活動
GM グリーンマーケティング活動

自己評価　☆☆☆：100%以上の実績　☆☆：80%以上100%未満　☆：80%未満

サプライチェーン全体のCO2排出量算定

環境負荷の全体像

エネルギー 電力（488 百万kWh）
 化石燃料（2,588 TJ）
水 取水量（5,839 千m3）
 循環水使用量（59.7 千m3）
資源 内部リサイクル量（9.8 千t）

生産／
研究開発

大気 CO2排出量（376 千t-CO2）
 SOx（0.1 t）、NOx（58.2 t）、ばいじん（0.6 t）
排水 排水量（4,334 千m3）
 COD（2.2 t）、リン（0.1 t）、窒素（0.5 t）
廃棄物 総排出物量（30.7 千t）、外部排出物量（20.9 千t）
 再資源化量（29.8 千t）、最終処分量（67.3 t）
化学物質 VOC（揮発性有機化合物）大気排出量（591 t）

エネルギー 電力（66.0 百万kWh）
 化石燃料〈オフィス〉（124 TJ）
 化石燃料〈車両〉（550 TJ）

販売・
サービス

大気 CO2排出量〈オフィス〉（39.3 千t-CO2）
 CO2排出量〈車両〉（37.1 千t-CO2）
廃棄物 外部排出物量（3.0 千t）

エネルギー 電力（730 百万kWh） 使用 大気 CO2排出量（367 千t-CO2）

資源 製品回収量（13.9 千t） 回収 資源（製品回収） 製品回収再資源化量（12.2 千t）

資源 石油由来資源投入量（49.2 千t）
 非石油由来資源投入量（68.4 千t） 大気 CO2排出量（408 千t-CO2）調達

エネルギー 化石燃料（532 TJ）
資源 包装材料使用量（33.4 千t）

物流 大気 CO2排出量（38.3 千t-CO2）

I N P U T O U T P U Tコニカミノルタ

環境データ算定基準

テーマ 2012年度目標（基準年：2005年度） 2012年度実績・主な施策 達成度

地球温暖化防止

製品ライフサイクルにおけるCO2排出量 -48.1% -50.0% ☆☆☆

製品使用に起因するCO2排出量 -67.7% -67.7% GP 省エネルギー性能の高い製品の市場投入 ☆☆☆

生産活動に起因するCO2排出量（売上高原単位※1） +32.5% +27.7% GF エネルギー生産効率の向上 ☆☆☆

物流活動に起因するCO2排出量（売上高原単位） -4.4% -13.7% GM 航空機輸送の削減 ☆☆☆

販売・サービスに起因するCO2排出量（売上高原単位） -15.2% -11.4% GM 販売・サービスの効率化
GM エコカー、エコドライブの導入 ☆☆

循環型社会への
対応

石油由来資源の使用量（売上高原単位） +15.7% +10.3%
GP 製品に使用する資源量の削減
GF 生産時ロスの削減
GM エコカー、エコドライブの導入

☆☆☆

包装材料の使用量（売上高原単位） +9.7% +6.1% GM 包装材の形状改良による削減
GM 生産拠点間での包装箱のリターナブル化 ☆☆☆

生産活動からの外部排出物量※2（売上高原単位） +8.1% +3.3% GF 生産効率向上や内部リサイクル推進 ☆☆☆

製品リサイクル：・再生型複合機のワールドワイド展開
 ・包装材、部品の再資源化の検討

GM 再生複合機の次期シナリオ策定
GM 包装材削減施策の検討 ☆☆☆

化学物質リスクの
低減

化学物質管理：・削減対象物質の代替計画策定
 ・RoHS指令※3の自己適合への対応

GP 削減対象物質の取り組み計画策定
GP RoHS指令の自己適合への対応 ☆☆☆

VOC（揮発性有機化合物）の大気排出量（環境影響度指数※4） -70.5% -75.3% GF ☆☆☆

生物多様性への
対応 ・生態系影響調査の展開

・紙の調達基準の策定、グローバル展開準備
☆☆☆

・生物多様性対応指針に沿った活動 GF 生物多様性対応指針に沿った活動
GF 生態系影響調査の海外展開
GM 紙の調達基準のグローバル展開準備

 VOC削減計画の実施

コニカミノルタのサプライチェーンCO2排出量の全体像

地球環境のために

環境データサマリー

2012年度の目標・実績

環境会計

コニカミノルタは、事業活動における環境保全のための

コストとその活動により得られた効果を定量的に測定する

ため、グローバルな連結環境会計を実施しています。2012

年度の投資額は前年度比83%増の約24億円でした。これ

は主に、機能材料分野の生産技術開発設備への投資が発生

したことによるものです。また、費用額は前年度とほぼ変わ

らず約125億円でした。
生産／研究開発

12.8万t
販売・サービス

4.3万t

事業活動にともなう環境負荷

サプライチェーン全体のCO2排出量算定の取り組み

カテゴリー1（購入した物品、サービス）

40.8万t
カテゴリー11（販売した製品の使用）

36.7万t

カテゴリー2（資本財）

9.4万t

カテゴリー4
（輸送・流通（上流））

3.8万t
カテゴリー12
（販売した製品の廃棄）

8.9万t

その他カテゴリー（3、5、6、7、8、14、15）

5.9万t

生産／研究開発

24.8万t
販売・サービス

3.3万t

スコープ3（105.5万t） スコープ1（17.2万t）

スコープ2（28.1万トン）
Total

150.7万トン

※ 割合については四捨五入しているため、合計が100％にならない場合があります

管理活動
1.5%

公害防止
9.5%

温暖化防止
13.9%
資源循環
2.7%研究開発

69.8%

環境損傷
2.6%

投資額 2,418百万円

公害防止
0.0%

温暖化防止
11.9%

資源循環
76.8%

上・下流
11.3%

経済効果 23,776百万円費用額 12,474百万円

上・下流
14.0%

管理活動
11.0%

公害防止
16.3%

その他
0.0%

温暖化防止
6.5%

資源循環
13.2%

研究開発
36.0%

社会活動
0.9%

環境損傷
2.2% 社
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コニカミノルタは、サプライチェーンの上流から下流まで

にわたる、コニカミノルタの活動にともなうCO2排出量全体

について、原則として国際標準であるGHGプロトコル※の

基準に準拠して算定を行いました。その結果、サプライ

チェーン全体でのCO2排出量は、約150.7万トンであること

を把握しました。

私たちの企業活動による排出、すなわち、燃料使用にとも

なう直接排出（スコープ1）と、外部から購入する電力や熱の

使用にともなう間接排出（スコープ2）の合計は、約45.3万ト

ン程度、全体の約30％でした。これに対して、コニカミノルタ

の活動にともなう間接的な排出（スコープ3）は、約105.5万

トン、全体の約70％を占めることが分かりました。

スコープ3のなかで排出量が多いカテゴリーとしては、購

入した物品、サービス（27.1％）、販売した製品の使用

（24.3％）が挙げられます。これらは、私たちがこれまでも算

定を行ってきた範囲の項目ですが、購入した物品、サービス

について排出削減目標を設定して施策管理を徹底する必要

があるなど、新たな課題を発見することができました。今後

は、これらの算定結果を踏まえて、関連するステークホル

ダーと情報を共有しながら、サプライチェーン全体での

CO2排出量管理と削減活動を進めていきます。
※ GHGプロトコル：温室効果ガス（Greenhouse Gas：GHG）排出量の算定と報告のガイ
ドライン

※数値については四捨五入しているため、合計が合わない場合があります

2012年度の目標と実績／2013年度目標

※1 売上高原単位 ： 売上高当たりの環境負荷量
※2 外部排出物量 ： 生産活動にともなって発生する総排出物量から内部リサイクル量と減量化量を引いた、
コニカミノルタの拠点外に排出される量

※3 RoHS指令 ： EUが2006年7月に施行した、電気電子機器への特定有害物質の含有を禁止する規制
※4 環境影響度指数 ： VOC排出量に有害性係数（人健康影響、環境影響度）と立地係数をかけ合わせた、コ
ニカミノルタ独自の指数

GP  グリーンプロダクツ認定制度に沿った活動
GF  グリーンファクトリー認定制度に沿った活動
GM グリーンマーケティング活動

自己評価　☆☆☆：100%以上の実績　☆☆：80%以上100%未満　☆：80%未満

サプライチェーン全体のCO2排出量算定

環境負荷の全体像

エネルギー 電力（488 百万kWh）
 化石燃料（2,588 TJ）
水 取水量（5,839 千m3）
 循環水使用量（59.7 千m3）
資源 内部リサイクル量（9.8 千t）

生産／
研究開発

大気 CO2排出量（376 千t-CO2）
 SOx（0.1 t）、NOx（58.2 t）、ばいじん（0.6 t）
排水 排水量（4,334 千m3）
 COD（2.2 t）、リン（0.1 t）、窒素（0.5 t）
廃棄物 総排出物量（30.7 千t）、外部排出物量（20.9 千t）
 再資源化量（29.8 千t）、最終処分量（67.3 t）
化学物質 VOC（揮発性有機化合物）大気排出量（591 t）

エネルギー 電力（66.0 百万kWh）
 化石燃料〈オフィス〉（124 TJ）
 化石燃料〈車両〉（550 TJ）

販売・
サービス

大気 CO2排出量〈オフィス〉（39.3 千t-CO2）
 CO2排出量〈車両〉（37.1 千t-CO2）
廃棄物 外部排出物量（3.0 千t）

エネルギー 電力（730 百万kWh） 使用 大気 CO2排出量（367 千t-CO2）

資源 製品回収量（13.9 千t） 回収 資源（製品回収） 製品回収再資源化量（12.2 千t）

資源 石油由来資源投入量（49.2 千t）
 非石油由来資源投入量（68.4 千t） 大気 CO2排出量（408 千t-CO2）調達

エネルギー 化石燃料（532 TJ）
資源 包装材料使用量（33.4 千t）

物流 大気 CO2排出量（38.3 千t-CO2）

I N P U T O U T P U Tコニカミノルタ

環境データ算定基準

テーマ 2012年度目標（基準年：2005年度） 2012年度実績・主な施策 達成度

地球温暖化防止

製品ライフサイクルにおけるCO2排出量 -48.1% -50.0% ☆☆☆

製品使用に起因するCO2排出量 -67.7% -67.7% GP 省エネルギー性能の高い製品の市場投入 ☆☆☆

生産活動に起因するCO2排出量（売上高原単位※1） +32.5% +27.7% GF エネルギー生産効率の向上 ☆☆☆

物流活動に起因するCO2排出量（売上高原単位） -4.4% -13.7% GM 航空機輸送の削減 ☆☆☆

販売・サービスに起因するCO2排出量（売上高原単位） -15.2% -11.4% GM 販売・サービスの効率化
GM エコカー、エコドライブの導入 ☆☆

循環型社会への
対応

石油由来資源の使用量（売上高原単位） +15.7% +10.3%
GP 製品に使用する資源量の削減
GF 生産時ロスの削減
GM エコカー、エコドライブの導入

☆☆☆

包装材料の使用量（売上高原単位） +9.7% +6.1% GM 包装材の形状改良による削減
GM 生産拠点間での包装箱のリターナブル化 ☆☆☆

生産活動からの外部排出物量※2（売上高原単位） +8.1% +3.3% GF 生産効率向上や内部リサイクル推進 ☆☆☆

製品リサイクル：・再生型複合機のワールドワイド展開
 ・包装材、部品の再資源化の検討

GM 再生複合機の次期シナリオ策定
GM 包装材削減施策の検討 ☆☆☆

化学物質リスクの
低減

化学物質管理：・削減対象物質の代替計画策定
 ・RoHS指令※3の自己適合への対応

GP 削減対象物質の取り組み計画策定
GP RoHS指令の自己適合への対応 ☆☆☆

VOC（揮発性有機化合物）の大気排出量（環境影響度指数※4） -70.5% -75.3% GF ☆☆☆

生物多様性への
対応 ・生態系影響調査の展開

・紙の調達基準の策定、グローバル展開準備
☆☆☆

・生物多様性対応指針に沿った活動 GF 生物多様性対応指針に沿った活動
GF 生態系影響調査の海外展開
GM 紙の調達基準のグローバル展開準備

 VOC削減計画の実施

コニカミノルタのサプライチェーンCO2排出量の全体像

地球環境のために

環境データサマリー

2012年度の目標・実績

環境会計

コニカミノルタは、事業活動における環境保全のための

コストとその活動により得られた効果を定量的に測定する

ため、グローバルな連結環境会計を実施しています。2012

年度の投資額は前年度比83%増の約24億円でした。これ

は主に、機能材料分野の生産技術開発設備への投資が発生

したことによるものです。また、費用額は前年度とほぼ変わ

らず約125億円でした。
生産／研究開発

12.8万t
販売・サービス

4.3万t

事業活動にともなう環境負荷

サプライチェーン全体のCO2排出量算定の取り組み

カテゴリー1（購入した物品、サービス）

40.8万t
カテゴリー11（販売した製品の使用）

36.7万t

カテゴリー2（資本財）

9.4万t

カテゴリー4
（輸送・流通（上流））

3.8万t
カテゴリー12
（販売した製品の廃棄）

8.9万t

その他カテゴリー（3、5、6、7、8、14、15）

5.9万t

生産／研究開発

24.8万t
販売・サービス

3.3万t

スコープ3（105.5万t） スコープ1（17.2万t）

スコープ2（28.1万トン）
Total

150.7万トン

※ 割合については四捨五入しているため、合計が100％にならない場合があります

管理活動
1.5%

公害防止
9.5%

温暖化防止
13.9%
資源循環
2.7%研究開発

69.8%

環境損傷
2.6%

投資額 2,418百万円

公害防止
0.0%

温暖化防止
11.9%

資源循環
76.8%

上・下流
11.3%

経済効果 23,776百万円費用額 12,474百万円

上・下流
14.0%

管理活動
11.0%

公害防止
16.3%

その他
0.0%

温暖化防止
6.5%

資源循環
13.2%

研究開発
36.0%

社会活動
0.9%

環境損傷
2.2% 社
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ユニバーサルデザイン／複合機のセキュリティー機能

コニカミノルタについて ＞ CSR（社会・環境活動） ＞ CSRの取り組み ＞ お客様とともに

設計開発

保守・サービス

販売

工程設計

調達

品質・CS機能

製造

品質保証推進体制 通達・指示　　　　報告　　　　参画

コニカミノルタ（株）

代表執行役社長

各部門／子会社

品質保証責任者会議
議長：社会環境統括部長
事務局：社会環境統括部

メンバー：各事業部門の
品質保証責任者

方針・施策提案 進捗報告

施策審議
進捗管理

品質保証責任者

品質担当執行役

社会環境統括部

お客様とともに
コニカミノルタは、価値ある製品やサービスの提供を
通じて、お客様の満足と信頼を最大化することを目指し
ています。その基本的な考え方を「コニカミノルタ品質
方針」として定め、世界各国のグループ会社で共有して
います。
なかでも重要課題としているのが、製品・サービスの安
全性、信頼性の確保であり、グループ統一の品質保証体
制を構築し、製品ライフサイクルの観点から取り組んで
います。さらに、お客様との関係性をより深めて、顕在
化しているニーズだけでなく、潜在的なご要望も汲み
取って実現することで、お客様の抱える課題を解決し、
よりよい社会の実現に貢献していきます。

グループワイドの品質管理体制を確立
コニカミノルタ（株）は、グループ全体の品質に関する責

任と権限を担う執行役のもと、社会環境統括部長を議長と

する「品質保証責任者会議」を設置し、グループワイドの品

質マネジメントを統括しています。同会議は、原則として四

半期ごとに開催され、品質計画の推進、進捗確認とともに、

品質保証に関する情報共有、検討を行います。さらに各事業

では、品質課題について討議する「品質審議会」や「品質戦略

会議」を定期的に開催し、PDCAサイクルを徹底することで、

継続的な品質向上に取り組んでいます。

すべての品質問題に対する審査を徹底
全世界の営業拠点では、製品品質に関わる問題が発生し

た場合、24時間以内にグループ統一の｢市場品質速報デー

タベース｣に情報を登録することが義務づけられています。

登録された情報は即座に責任者に伝達され、関連部門で共

有されます。こうした体制のもと、すべての登録案件に対し

て審査を徹底し、原因の解析、対策の実施および技術・評価

基準への反映を行うことで、再発防止に努めています。

また、万一、安全性に関わる事故が発生した場合は、原因

の如何を問わず、直ちに当該事業の責任者へ報告するとと

もに、品質担当執行役および品質統括部門、広報、法務部門

との情報共有を行います。とくにリスクの大きな品質問題に

ついては、「市場品質管理規程」に基づいて「品質問題対策

会議」を開催し、迅速な対応、情報開示を徹底しています。な

お、2012年度は重大事故の発生はありませんでした。

製品安全教育を構築、実施
コニカミノルタは、製品安全に関わる知識の修得と、問題

意識の維持・向上を目的に、設計・開発、生産技術、調達、品

質保証などに携わる技術系従業員を対象とした「製品安全

教育」を2009年度からグループ全体で展開しています。

2011年からは、グループ各部門の専門家が講師を務め、

「CSR、リスクマネジメント、コンプライアンスの観点から考

える製品安全」「製品安全に関わる法規」「製品安全マネジメ

ントの体系・運営」「製品安全確保のための手法」などについ

て、具体的な事例に基づいた講習を実施しました。さらには

燃焼実験演習を交えた本格的な「製品安全教育体系」として

構築しました。

2012年度末までに対象者

の約70％の教育を修了して

おり、2013年度には全対象者

が受講を完了する計画です。

製品ライフサイクルで品質トラブルを防止
製品が市場に出る前に品質トラブルを防止するため、製

品ライフサイクルの各段階で、品質課題の抽出・改善を継続

しています。

開発、設計、調達段階では、新規技術、設計変更、お客様先

での使われ方、調達品などの観点で検証し、評価項目・方法

の見直しを行っています。また、製造工程においては、生産

担当の役員や責任者を中心に幅広い視点で課題を抽出す

る「生産力強化タスクフォース」と、個々の現場での改善活

動「プロセス改善」を融合させた取り組みを進めています。

これらの取り組みによって、独自に設定した品質トラブル指

標では、基準とした2008年度比で、2012年度は78％の削

減を達成しました。

製品の安全性確保と、品質トラブルの未然防止
お客様とともに

2012年度の活動実績

お客様最優先と品質第一の徹底

製品の重大事故と品質トラブルの防止に向けて、市場品質問題の審査を徹底するとともに、製品ライフ
サイクルの各段階で品質課題の抽出、施策の検討・実施を行いました。
「お客様関係力」の強化に向けた取り組みを開始、事業ごとに施策の具体化を進めました。

※1 重大事故：製品使用者の生命､身体に重大な被害を及ぼした場合､
製品以外の財産に重大な被害を及ぼした場合を対象とする

※2 品質トラブル指標：製品化工程および市場での品質トラブルに関わる
コストをベースとした、コニカミノルタ独自の指標

コニカミノルタは、「お客様最優先」「品質第一」という方針のも
と、製品そのものの品質のみならず、保守やサービスも含むさ
まざまな視点から品質向上を図っています。そのために、製品
の企画段階から製造、販売、保守に至る製品ライフサイクルの
各段階におけるあらゆる品質リスクを評価し、品質問題の未然
防止に取り組んでいます。

コニカミノルタ品質方針（抜粋）
私たちコニカミノルタグループは、お客様最優先と品質第一を徹底し、
価値ある製品とサービスを提供することで、お客様の満足と信頼を最大
にします。
私たちは、品質保証活動を信頼できるデータで定量的に把握・分析し、
継続的な改善に繋げていくことを基本方針とします。
1. 業界トップの顧客満足の実現
2. お客様のニーズを先取りした商品の提供
3. グローバルな品質保証体制の構築と展開
4. 製品全段階での品質マネジメントの実践
5. 品質保証プロセスの継続的発展
6. 品質リスクの極小化
7. 商品安全情報の積極的開示

製品の重大事故※1
発生件数 件0 品質トラブル指標※2

(2008年度比) ％削減78

P26

P27
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設計開発

保守・サービス

販売

工程設計

調達

品質・CS機能

製造

品質保証推進体制 通達・指示　　　　報告　　　　参画

コニカミノルタ（株）

代表執行役社長

各部門／子会社

品質保証責任者会議
議長：社会環境統括部長
事務局：社会環境統括部

メンバー：各事業部門の
品質保証責任者

方針・施策提案 進捗報告

施策審議
進捗管理

品質保証責任者

品質担当執行役

社会環境統括部

お客様とともに
コニカミノルタは、価値ある製品やサービスの提供を
通じて、お客様の満足と信頼を最大化することを目指し
ています。その基本的な考え方を「コニカミノルタ品質
方針」として定め、世界各国のグループ会社で共有して
います。
なかでも重要課題としているのが、製品・サービスの安
全性、信頼性の確保であり、グループ統一の品質保証体
制を構築し、製品ライフサイクルの観点から取り組んで
います。さらに、お客様との関係性をより深めて、顕在
化しているニーズだけでなく、潜在的なご要望も汲み
取って実現することで、お客様の抱える課題を解決し、
よりよい社会の実現に貢献していきます。

グループワイドの品質管理体制を確立
コニカミノルタ（株）は、グループ全体の品質に関する責

任と権限を担う執行役のもと、社会環境統括部長を議長と

する「品質保証責任者会議」を設置し、グループワイドの品

質マネジメントを統括しています。同会議は、原則として四

半期ごとに開催され、品質計画の推進、進捗確認とともに、

品質保証に関する情報共有、検討を行います。さらに各事業

では、品質課題について討議する「品質審議会」や「品質戦略

会議」を定期的に開催し、PDCAサイクルを徹底することで、

継続的な品質向上に取り組んでいます。

すべての品質問題に対する審査を徹底
全世界の営業拠点では、製品品質に関わる問題が発生し

た場合、24時間以内にグループ統一の｢市場品質速報デー

タベース｣に情報を登録することが義務づけられています。

登録された情報は即座に責任者に伝達され、関連部門で共

有されます。こうした体制のもと、すべての登録案件に対し

て審査を徹底し、原因の解析、対策の実施および技術・評価

基準への反映を行うことで、再発防止に努めています。

また、万一、安全性に関わる事故が発生した場合は、原因

の如何を問わず、直ちに当該事業の責任者へ報告するとと

もに、品質担当執行役および品質統括部門、広報、法務部門

との情報共有を行います。とくにリスクの大きな品質問題に

ついては、「市場品質管理規程」に基づいて「品質問題対策

会議」を開催し、迅速な対応、情報開示を徹底しています。な

お、2012年度は重大事故の発生はありませんでした。

製品安全教育を構築、実施
コニカミノルタは、製品安全に関わる知識の修得と、問題

意識の維持・向上を目的に、設計・開発、生産技術、調達、品

質保証などに携わる技術系従業員を対象とした「製品安全

教育」を2009年度からグループ全体で展開しています。

2011年からは、グループ各部門の専門家が講師を務め、

「CSR、リスクマネジメント、コンプライアンスの観点から考

える製品安全」「製品安全に関わる法規」「製品安全マネジメ

ントの体系・運営」「製品安全確保のための手法」などについ

て、具体的な事例に基づいた講習を実施しました。さらには

燃焼実験演習を交えた本格的な「製品安全教育体系」として

構築しました。

2012年度末までに対象者

の約70％の教育を修了して

おり、2013年度には全対象者

が受講を完了する計画です。

製品ライフサイクルで品質トラブルを防止
製品が市場に出る前に品質トラブルを防止するため、製

品ライフサイクルの各段階で、品質課題の抽出・改善を継続

しています。

開発、設計、調達段階では、新規技術、設計変更、お客様先

での使われ方、調達品などの観点で検証し、評価項目・方法

の見直しを行っています。また、製造工程においては、生産

担当の役員や責任者を中心に幅広い視点で課題を抽出す

る「生産力強化タスクフォース」と、個々の現場での改善活

動「プロセス改善」を融合させた取り組みを進めています。

これらの取り組みによって、独自に設定した品質トラブル指

標では、基準とした2008年度比で、2012年度は78％の削

減を達成しました。

製品の安全性確保と、品質トラブルの未然防止
お客様とともに

2012年度の活動実績

お客様最優先と品質第一の徹底

製品の重大事故と品質トラブルの防止に向けて、市場品質問題の審査を徹底するとともに、製品ライフ
サイクルの各段階で品質課題の抽出、施策の検討・実施を行いました。
「お客様関係力」の強化に向けた取り組みを開始、事業ごとに施策の具体化を進めました。

※1 重大事故：製品使用者の生命､身体に重大な被害を及ぼした場合､
製品以外の財産に重大な被害を及ぼした場合を対象とする

※2 品質トラブル指標：製品化工程および市場での品質トラブルに関わる
コストをベースとした、コニカミノルタ独自の指標

コニカミノルタは、「お客様最優先」「品質第一」という方針のも
と、製品そのものの品質のみならず、保守やサービスも含むさ
まざまな視点から品質向上を図っています。そのために、製品
の企画段階から製造、販売、保守に至る製品ライフサイクルの
各段階におけるあらゆる品質リスクを評価し、品質問題の未然
防止に取り組んでいます。

コニカミノルタ品質方針（抜粋）
私たちコニカミノルタグループは、お客様最優先と品質第一を徹底し、
価値ある製品とサービスを提供することで、お客様の満足と信頼を最大
にします。
私たちは、品質保証活動を信頼できるデータで定量的に把握・分析し、
継続的な改善に繋げていくことを基本方針とします。
1. 業界トップの顧客満足の実現
2. お客様のニーズを先取りした商品の提供
3. グローバルな品質保証体制の構築と展開
4. 製品全段階での品質マネジメントの実践
5. 品質保証プロセスの継続的発展
6. 品質リスクの極小化
7. 商品安全情報の積極的開示

製品の重大事故※1
発生件数 件0 品質トラブル指標※2

(2008年度比) ％削減78

P26

P27
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「お客様関係力」の強化
コニカミノルタは、お客様からの信頼と評価を高め、お客

様と長期にわたって良好な関係を維持していくことを目指し

ています。その実現のため、安定した製品品質、充実したサ

ポートなど、お客様にとってできて当然と感じられる「当たり

前品質」を充足するとともに、お客様の課題を革新的に解決

する製品やソリューション、期待をはるかに超えるサポートと

いった、感動、関心を生むことができる「魅力的品質」の創出

に取り組んでいます。

2012年度は、新たに「お客様関係力強化推進責任者会

議」を設置し、グループ全体の方針やマネジメントを統括す

るとともに、各事業において、それぞれの事業特性に応じた

指標を設定し、施策を具体化しています。

お客様の声を活かす取り組み
コニカミノルタは、製品、サービスごとに、コールセンター

やウェブサイトの相談窓口を世界各国で設置しています。

各窓口に寄せられる不具合情報やお問い合わせに迅速に

対応するとともに、それらの情報をVOC※データベースに

一元集約して、品質状況やご要望などの把握に努めていま

す。また、事業部門ごとに、第三者機関や自社による定期的

な顧客満足度調査を継続しています。さらに、製品をご利用

いただいているお客様を対象に、営業だけでなく、開発部門

による訪問を実施しています。

お客様へのソリューション力強化
コニカミノルタは、お客様の満足と信頼を最大化すること

を目指して、製品だけでなくサービスやサポートも含めたソ

リューションの提供に取り組んでいます。例えば、情報機器

事業やヘルスケア事業では、製品やソリューションの提供プ

ロセスの標準化をワールドワイドに進めるとともに、保守・サ

ポート体制の強化や、お客様の声を反映させた新たな機能

の強化を進めています。

事例紹介

お客様満足の向上
お客様とともに

※VOC（Voice of Customer）：コールセンターやインタビュー、市場調査結果などから
収集したお客様の声

産業用材料・機器事業
機能材料分野
これまで蓄積してきた材料技術と製膜技術を結集して、保護、

遮熱、遮水、偏光、発光など、産業・社会で求められる新たな付加

価値を備えたフィルム材料を幅広い用途に提供しています。

お客様と絶えずコンタクトを取りながら、相互に技術的な情

報を交換し、お客様の事業成長に役立つ一歩先を行く商品の提

案を実践しています。

計測機器分野
幅広い産業分野の品質管理を支える企業として、世界の一流

企業から最先端の技術や製品についての相談を受け、お客様の

真のニーズを具現化できる存在となることを目指しています。

そのために、長期間の使用においても高信頼性を保つ品質保証

や、アフターサービスの充実などに注力しています。

絶対的な安全性が求められる自動車用ガラス向けにも提供

特長
●高い赤外線反射率による遮熱機能とUVカット機能
●金属薄膜を使わない独自の構成で、電磁波の透過を妨げない

ヘルスケア事業
製品の不具合や操作ミスなどで診断がストップする時間を最

小にするため、リモートメンテナンスやコールセンターの強化

を推進しています。また、お客様の声をワールドワイドに集約し

て施策の横展開を図るため、2012年4月にコールセンターを

販売会社から本社の品質保証部門に集約しました。

2011年3月に発売した「AeroDR」シリーズについ

ては、導入いただいた世界各国のお客様を2カ月間で

集中的に訪問しました。製品不具合についての具体的

な状況や、機能が十分に活かされていない例、思わぬ

使い方をされていた例など、現場でしかわからない情

報が多数得られました。なお、訪問を通じてお客様か

らいただいた約1,000件のご要望や不具合に関して

は、すべて1カ月以内に報告書で回答しています。

（製造販売認証番号 222AIBZX00035000）

特長
●少ないX線照射量で高画質な画像が得られるため、患者様の負
担を最小限に
●無線化と軽量化により撮影の自由度が向上することで、撮影時
の作業性を改善（世界最軽量※の1.7kgを実現）　
　※2013年4月発表時点
●画質性能、処理能力を維持したまま大幅に消費電力を削減

カセッテ型デジタルX線撮影装置
「AeroDR 1012HQ」

Column

「高速非接触インライン測色システム」は、製品の

色の検査を、抜き取りではなく生産ライン上に載せた

ままで効率良く行えないか、というご要望に応えるた

め、お客様のご協力のもと、これまで培ってきた技術

を活かして実現しました。

特長
●凹凸のある試料
の色を非接触で
測定可能
●世界最速※、毎秒
20回の測色速度 
　※2012年4月
　　発売時点

高速非接触インライン測色システム

Column

特長
●ディスプレイのホワイトバランス調整を行う計測機器として、前機種と合わ
せて約8割のシェア
●最大で毎秒20回の高速測定が可能
●LEDの発光分布のばらつきによる誤差を従来の3分の1以下に低減

ディスプレイカラーアナライザー「CA-310」

機能性ウィンドウフィルム「ＩＣＥ-μ」　
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「お客様関係力」の強化
コニカミノルタは、お客様からの信頼と評価を高め、お客

様と長期にわたって良好な関係を維持していくことを目指し

ています。その実現のため、安定した製品品質、充実したサ

ポートなど、お客様にとってできて当然と感じられる「当たり

前品質」を充足するとともに、お客様の課題を革新的に解決

する製品やソリューション、期待をはるかに超えるサポートと

いった、感動、関心を生むことができる「魅力的品質」の創出

に取り組んでいます。

2012年度は、新たに「お客様関係力強化推進責任者会

議」を設置し、グループ全体の方針やマネジメントを統括す

るとともに、各事業において、それぞれの事業特性に応じた

指標を設定し、施策を具体化しています。

お客様の声を活かす取り組み
コニカミノルタは、製品、サービスごとに、コールセンター

やウェブサイトの相談窓口を世界各国で設置しています。

各窓口に寄せられる不具合情報やお問い合わせに迅速に

対応するとともに、それらの情報をVOC※データベースに

一元集約して、品質状況やご要望などの把握に努めていま

す。また、事業部門ごとに、第三者機関や自社による定期的

な顧客満足度調査を継続しています。さらに、製品をご利用

いただいているお客様を対象に、営業だけでなく、開発部門

による訪問を実施しています。

お客様へのソリューション力強化
コニカミノルタは、お客様の満足と信頼を最大化すること

を目指して、製品だけでなくサービスやサポートも含めたソ

リューションの提供に取り組んでいます。例えば、情報機器

事業やヘルスケア事業では、製品やソリューションの提供プ

ロセスの標準化をワールドワイドに進めるとともに、保守・サ

ポート体制の強化や、お客様の声を反映させた新たな機能

の強化を進めています。

事例紹介

お客様満足の向上
お客様とともに

※VOC（Voice of Customer）：コールセンターやインタビュー、市場調査結果などから
収集したお客様の声

産業用材料・機器事業
機能材料分野
これまで蓄積してきた材料技術と製膜技術を結集して、保護、

遮熱、遮水、偏光、発光など、産業・社会で求められる新たな付加

価値を備えたフィルム材料を幅広い用途に提供しています。

お客様と絶えずコンタクトを取りながら、相互に技術的な情

報を交換し、お客様の事業成長に役立つ一歩先を行く商品の提

案を実践しています。

計測機器分野
幅広い産業分野の品質管理を支える企業として、世界の一流

企業から最先端の技術や製品についての相談を受け、お客様の

真のニーズを具現化できる存在となることを目指しています。

そのために、長期間の使用においても高信頼性を保つ品質保証

や、アフターサービスの充実などに注力しています。

絶対的な安全性が求められる自動車用ガラス向けにも提供

特長
●高い赤外線反射率による遮熱機能とUVカット機能
●金属薄膜を使わない独自の構成で、電磁波の透過を妨げない

ヘルスケア事業
製品の不具合や操作ミスなどで診断がストップする時間を最

小にするため、リモートメンテナンスやコールセンターの強化

を推進しています。また、お客様の声をワールドワイドに集約し

て施策の横展開を図るため、2012年4月にコールセンターを

販売会社から本社の品質保証部門に集約しました。

2011年3月に発売した「AeroDR」シリーズについ

ては、導入いただいた世界各国のお客様を2カ月間で

集中的に訪問しました。製品不具合についての具体的

な状況や、機能が十分に活かされていない例、思わぬ

使い方をされていた例など、現場でしかわからない情

報が多数得られました。なお、訪問を通じてお客様か

らいただいた約1,000件のご要望や不具合に関して

は、すべて1カ月以内に報告書で回答しています。

（製造販売認証番号 222AIBZX00035000）

特長
●少ないX線照射量で高画質な画像が得られるため、患者様の負
担を最小限に
●無線化と軽量化により撮影の自由度が向上することで、撮影時
の作業性を改善（世界最軽量※の1.7kgを実現）　
　※2013年4月発表時点
●画質性能、処理能力を維持したまま大幅に消費電力を削減

カセッテ型デジタルX線撮影装置
「AeroDR 1012HQ」

Column

「高速非接触インライン測色システム」は、製品の

色の検査を、抜き取りではなく生産ライン上に載せた

ままで効率良く行えないか、というご要望に応えるた

め、お客様のご協力のもと、これまで培ってきた技術

を活かして実現しました。

特長
●凹凸のある試料
の色を非接触で
測定可能
●世界最速※、毎秒
20回の測色速度 
　※2012年4月
　　発売時点

高速非接触インライン測色システム

Column

特長
●ディスプレイのホワイトバランス調整を行う計測機器として、前機種と合わ
せて約8割のシェア
●最大で毎秒20回の高速測定が可能
●LEDの発光分布のばらつきによる誤差を従来の3分の1以下に低減

ディスプレイカラーアナライザー「CA-310」

機能性ウィンドウフィルム「ＩＣＥ-μ」　
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コニカミノルタについて ＞ CSR（社会・環境活動） ＞ CSRの取り組み ＞ お取引先の皆様とともに

お取引先の皆様とともに
コニカミノルタは、原材料や部品などの資材の調
達や生産委託をお願いするお取引先の皆様を、
“事業活動に不可欠なパートナー”と考えていま
す。パートナーの皆様とともに「世界中のお客様
に、優れた製品やサービスをタイムリーに提供す
る」という共通の目的に取り組むため、透明で公正
な取引を通じた信頼関係の構築に努めています。
また、グローバル企業として社会からの信頼を獲
得するためには、自社のみならず、サプライチェー
ンにおけるCSRの推進が不可欠です。そのためコ
ニカミノルタは、お取引先に対しても人権、労働、
環境に配慮した事業活動を要請する「CSR調達」
を、グループ全体で推進しています。

お客様とともに

2012年度の活動実績

コニカミノルタ調達方針(抜粋)

お取引先とグループ生産拠点に対する、2009年度から2011年度の診断結果を検証しました。
また、CSR調達を品質マネジメントシステムISO9001のお取引先評価に組み込みました。

紛争鉱物規制に対応する推進体制を構築しました。

私たちコニカミノルタグループは「新しい価値の創造」の経営理念のもと、社
会の発展に寄与する革新的な製品・サービスを創出し、お客様の満足を追求
します。
調達活動においては透明・公正を基本としてお取引先と強いパートナーシップ
を築き、ともに社会的責任を果たすことにより、持続可能な社会の実現を目指
します。

私たちは、常に透明で信頼される姿勢でお取引先と接し、長期的かつグ
ローバルな視点から目標の共有化ができる開かれた調達を実践します。

私たちは、自由競争の原則のもと、合理的な評価尺度に基づき取引を行う
ものとし、お取引先との相互利益を追求します。

私たちは、グローバルな視点から最適な地域での調達を実践します。

私たちは、各種法令、企業倫理、社内規則類を遵守します。

私たちは、地球環境の保全、生態系への影響低減に率先垂範して努めるこ
とにより、国際・地域社会へ貢献します。

お取引先へのお願い 
お取引先と強いパートナーシップのもと、お客様の満
足を追求し、合わせて社会的責任を果たすため、お取
引先の皆様には以下の項目への取り組みをお願いし
ます。
1. 優良な品質
2. 適正価格
3. 需要変動への対応
4. 法令、企業倫理の遵守
5. 環境保全への対応
6. 労働者の人権の尊重
7. 安全衛生
8. 情報セキュリティ
9. 安定した経営基盤

<グループ生産拠点>
CSR調達診断結果
ランクAを検証 全36拠点

<お取引先>
CSR調達診断結果
目標未達

（2011年度末累計）（2012年度末累計）
17社 7社

OPEN

FAIR

GLOBAL

COMPLIANCE

ECOLOGY

P32

P32

事例紹介

特長
●「ユニバーサルデザイン」に配慮し、直観
的に操作できるマルチタッチユーザー
インターフェイスを操作パネルに採用
●クラウド環境に保存した情報やドキュメ
ントを活用可能（要オプション）
●独自の再生樹脂を使用して省資源化を
実現
●学習機能付き「ウィークリータイマー」や
「ECO指標表示」により低消費電力化を
実現

カラー複合機「bizhub C554e」 

情報機器事業
オフィス分野
お客様と長期にわたり良好な関係を築いていくために、お客

様から推奨いただける製品やサービスを提供できているかを

測定し、改善に努めています。具体的には、販売会社とともに、

グローバルな視点で「CSアプローチ」という活動を展開してい

ます。この活動を通じて、営業活動やお客様へのサポートにお

いて、活動の品質や対応・回答のスピードを向上させることで、

お客様との関係を深め、さらに期待を上回る経験をしていただ

くことで、より多くのお客様から推奨いただけることを目指し

ています。

産業用インクジェット分野
独自の材料技術や精密加工技術を活かして、高性能インク

ジェットヘッドや多機能インクの開発を進めることで、電子回路

基板やテキスタイルなどにも展開するなど、産業用インク

ジェットの活用範囲を拡大しています 。

お客様とダイレクトな通信回線を結ぶことで、いろいろな状

況に対応できるような事前メンテナンスを実施しています。

屋外用大判インクジェットプリンター用のヘッドとしてトップシェアを獲得

特長
●全ノズル独立駆動方式の多列構造のインクジェットヘッド
●安定した射出性能とすぐれたインク耐性のヘッド構造
●地球環境に配慮したグリーンプロダクツ認定製品 P17

インクジェットヘッド「KM1024i」シリーズ
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コニカミノルタについて ＞ CSR（社会・環境活動） ＞ CSRの取り組み ＞ お取引先の皆様とともに

お取引先の皆様とともに
コニカミノルタは、原材料や部品などの資材の調
達や生産委託をお願いするお取引先の皆様を、
“事業活動に不可欠なパートナー”と考えていま
す。パートナーの皆様とともに「世界中のお客様
に、優れた製品やサービスをタイムリーに提供す
る」という共通の目的に取り組むため、透明で公正
な取引を通じた信頼関係の構築に努めています。
また、グローバル企業として社会からの信頼を獲
得するためには、自社のみならず、サプライチェー
ンにおけるCSRの推進が不可欠です。そのためコ
ニカミノルタは、お取引先に対しても人権、労働、
環境に配慮した事業活動を要請する「CSR調達」
を、グループ全体で推進しています。

お客様とともに

2012年度の活動実績

コニカミノルタ調達方針(抜粋)

お取引先とグループ生産拠点に対する、2009年度から2011年度の診断結果を検証しました。
また、CSR調達を品質マネジメントシステムISO9001のお取引先評価に組み込みました。

紛争鉱物規制に対応する推進体制を構築しました。

私たちコニカミノルタグループは「新しい価値の創造」の経営理念のもと、社
会の発展に寄与する革新的な製品・サービスを創出し、お客様の満足を追求
します。
調達活動においては透明・公正を基本としてお取引先と強いパートナーシップ
を築き、ともに社会的責任を果たすことにより、持続可能な社会の実現を目指
します。

私たちは、常に透明で信頼される姿勢でお取引先と接し、長期的かつグ
ローバルな視点から目標の共有化ができる開かれた調達を実践します。

私たちは、自由競争の原則のもと、合理的な評価尺度に基づき取引を行う
ものとし、お取引先との相互利益を追求します。

私たちは、グローバルな視点から最適な地域での調達を実践します。

私たちは、各種法令、企業倫理、社内規則類を遵守します。

私たちは、地球環境の保全、生態系への影響低減に率先垂範して努めるこ
とにより、国際・地域社会へ貢献します。

お取引先へのお願い 
お取引先と強いパートナーシップのもと、お客様の満
足を追求し、合わせて社会的責任を果たすため、お取
引先の皆様には以下の項目への取り組みをお願いし
ます。
1. 優良な品質
2. 適正価格
3. 需要変動への対応
4. 法令、企業倫理の遵守
5. 環境保全への対応
6. 労働者の人権の尊重
7. 安全衛生
8. 情報セキュリティ
9. 安定した経営基盤

<グループ生産拠点>
CSR調達診断結果
ランクAを検証 全36拠点

<お取引先>
CSR調達診断結果
目標未達

（2011年度末累計）（2012年度末累計）
17社 7社

OPEN

FAIR

GLOBAL

COMPLIANCE

ECOLOGY

P32

P32

事例紹介

特長
●「ユニバーサルデザイン」に配慮し、直観
的に操作できるマルチタッチユーザー
インターフェイスを操作パネルに採用
●クラウド環境に保存した情報やドキュメ
ントを活用可能（要オプション）
●独自の再生樹脂を使用して省資源化を
実現
●学習機能付き「ウィークリータイマー」や
「ECO指標表示」により低消費電力化を
実現

カラー複合機「bizhub C554e」 

情報機器事業
オフィス分野
お客様と長期にわたり良好な関係を築いていくために、お客

様から推奨いただける製品やサービスを提供できているかを

測定し、改善に努めています。具体的には、販売会社とともに、

グローバルな視点で「CSアプローチ」という活動を展開してい

ます。この活動を通じて、営業活動やお客様へのサポートにお

いて、活動の品質や対応・回答のスピードを向上させることで、

お客様との関係を深め、さらに期待を上回る経験をしていただ

くことで、より多くのお客様から推奨いただけることを目指し

ています。

産業用インクジェット分野
独自の材料技術や精密加工技術を活かして、高性能インク

ジェットヘッドや多機能インクの開発を進めることで、電子回路

基板やテキスタイルなどにも展開するなど、産業用インク

ジェットの活用範囲を拡大しています 。

お客様とダイレクトな通信回線を結ぶことで、いろいろな状

況に対応できるような事前メンテナンスを実施しています。

屋外用大判インクジェットプリンター用のヘッドとしてトップシェアを獲得

特長
●全ノズル独立駆動方式の多列構造のインクジェットヘッド
●安定した射出性能とすぐれたインク耐性のヘッド構造
●地球環境に配慮したグリーンプロダクツ認定製品 P17

インクジェットヘッド「KM1024i」シリーズ
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達成度に応じたランク分け

パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
達
成
度

ランク
A

ランクB

ランクC

マネジメントシステム達成度

ランクA
社会的な要請をほぼ満た
している
ランクB
改善が必要な項目が一部
あるものの、自主的な改
善が可能
ランクC
改善が必要な項目が多く
あり、改善計画の提出と合
わせて、早急な改善が必要
ランクD
コニカミノルタが定めた
遵守必須項目に未達成が
あり、改善計画の提出と合
わせて、至急改善が必要

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

推進体制・推進基盤の整備

新たに取引を行うお取引先のCSRの要請および診断

診断員などの教育

診断結果の検証

運用

3カ年で計画したお取引先へのCSR要請および診断

グループ生産拠点の診断

CSR調達の
ISO9001への組み込み

CSR調達の推進ステップ

お取引先との課題共有による改善
情報機器事業では、お客様満足の最大化を目指して、お取

引先とコニカミノルタが相互に事業環境の改善を進めてい

く、「調達コラボレーションシステム」を推進しています。これ

は、品質、納期、生産性、環境、経営管理側面の総合的な改善

に向けて、お取引先との対話や訪問を通じて課題を共有し、

その解決のために必要な提案や具体的な支援を行う取り組

みです。コニカミノルタ自身も、お取引先からのご指摘を受

けて、取引上の問題点を改善しています。

CSR調達の推進基盤の整備
コニカミノルタは、サプライチェーンにおける基本的人権

の尊重、労働環境の改善などを行う「CSR調達」を推進してい

ます。資材を調達しているお取引先の皆様にCSR活動を要請

するとともに、その推進状況を把握し、必要に応じて改善要請

や助言を行っています。また、グループ生産拠点においては、

より厳しい基準を設けて診断と改善を実施しています。

こうした取り組みの基盤として、CSR調達の対象分野と基

準を示した「行動規範※」を策定するとともに、「自己診断アン

ケート※」を使った診断法を構築し、展開しています。診断結

果は達成度に応じて、A～Dの4段階にランク分けし、グルー

プ生産拠点はランクA、お取引先はランクB以上を目標として

います。目標未達の場合は、改善計画の提出のもと、改善を

行うこととしています。

サプライチェーンにおけるCSRの推進
お取引先の皆様とともに

※ 行動規範・自己診断アンケートは、EICC（Electronic Industry Citizenship Coalition）
に準拠しています

CSR調達の展開
お取引先とグループ生産拠点を対象としたCSR推進状況

の診断を、自己診断アンケートを用いて、2009～2011年度

の3カ年計画で実施しました。

2012年度は、3カ年の診断結果の検証および新規のお取

引先の診断を行うとともに、生産委託先まで対象を拡大して

診断を実施しました。主要36拠点すべてでランクAを達成し

ているグループ生産拠点では、検証の結果、ランクAの維持を

確認しました。お取引先については、2012年度末時点で累計

622社を診断しています。目標未達ランクのお取引先は、

2011年度末累計で17社に対して、2012年度末累計では7

社になりました。また、グループで継続的に取り組むため、

CSR調達の運用ルールを品質マネジメントシステム

ISO9001のお取引先評価に組み込んでいます。2012年度に

はほとんどの事業部門での組み込みを完了しました。2013

年度には全事業部門で完了し、その運用を進める予定です。

さらに、2012年度にはCSR調達を推進するために不可欠な

診断員の教育を、中国関係会社2社、国内の5カ所で実施し、

29名が受講しました。2013年度も関係者への教育を展開し

ていく予定です。

紛争鉱物規制への対応
コンゴ民主共和国およびその周辺国における紛争と、これ

にともなう重大な人権侵害、環境破壊が国際的に大きな問題

となっています。この地域におけるタンタル、タングステン、

金、スズの鉱物資源採掘は、武装勢力の資金源となり、紛争

を助長している可能性が懸念されています（以下「紛争鉱物」

という）。この国際的な問題を解決するため、2010年に米国

金融規制改革法1502条が制定され、また、経済協力開発機

構(OECD)から「紛争鉱物デューディリジェンス・ガイダンス」

が発行され、企業にサプライチェーンでの責任ある取り組み

が強く要請されています。

コニカミノルタはかねてより、調達活動において社会的責

任を果たすために「法令、企業倫理の遵守」「労働者の人権の

尊重」「環境保全への対応」などを含む調達方針を定め、サプ

ライチェーンにわたる活動に取り組んできました。紛争鉱物

規制への対応についても、この調達方針に基づき、規制の目

的である人権侵害への加担防止に向けた取り組みを進めて

います。

2012年度は、営業・調達部門などをメンバーとするグルー

プ横断の推進体制を構築しました。2013年度は、取り組みを

具体化するために、マネジメントシステムの構築、関係者への

教育などを進める予定です。また、電子情報技術産業協会

（JEITA）の責任ある鉱物調達検討会に協力して、調査方法の

確立などについて検討を進めていきます。人権の尊重に関する啓発活動
　ビジネスにおける人権の尊重について、グループ従業

員の理解を深めるため、イントラネットを利用した啓発を

継続しています。2012年度は、人権に関連するさまざま

なテーマ――紛争鉱物規制、ILO（国際労働機関）の中核

8条約、サプライチェーンで求められる企業の責任、国際

的に合意された行動

規範などについて、

具体的な企業の実例

を交え、7回にわたっ

て解説記事を連載し

ました。

Column

解説記事

「調達コラボレーションシステム」の一環として、毎年定

期的に、中国での合同説明会を実施しています。2013年3

月に開催した説明会は、2013年4月の経営体制再編の最

も重要な目的である「情報機器事業の経営力強化」につい

て、お取引先各社のトップ層に直接伝える機会となりまし

た。また、中期重点戦略や次年度以降の調達計画、さらに

コニカミノルタとお取引先が共同で進める改善取り組み

について共有化しました。また、今後対応を進めていく「紛

争鉱物規制」について、その概要と当社の考え方について

の説明を行いました。

参加社数は、華東地

区147社、華南地区

123社にのぼり、有意

義なコミュニケーショ

ンの場となりました。

事例1 中国での「お取引先説明会」の実施

地
球
環
境
の
た
め
に

社
会
に
貢
献
し
て
い
く
た
め
に

従
業
員
と
と
も
に

お
客
様
と
と
も
に

お
取
引
先
の
皆
様
と
と
も
に

31 KONICA MINOLTA CSR REPORT 2013 32コニカミノルタ CSRレポート 2013



達成度に応じたランク分け

パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
達
成
度

ランク
A

ランクB

ランクC

マネジメントシステム達成度

ランクA
社会的な要請をほぼ満た
している
ランクB
改善が必要な項目が一部
あるものの、自主的な改
善が可能
ランクC
改善が必要な項目が多く
あり、改善計画の提出と合
わせて、早急な改善が必要
ランクD
コニカミノルタが定めた
遵守必須項目に未達成が
あり、改善計画の提出と合
わせて、至急改善が必要

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

推進体制・推進基盤の整備

新たに取引を行うお取引先のCSRの要請および診断

診断員などの教育

診断結果の検証

運用

3カ年で計画したお取引先へのCSR要請および診断

グループ生産拠点の診断

CSR調達の
ISO9001への組み込み

CSR調達の推進ステップ

お取引先との課題共有による改善
情報機器事業では、お客様満足の最大化を目指して、お取

引先とコニカミノルタが相互に事業環境の改善を進めてい

く、「調達コラボレーションシステム」を推進しています。これ

は、品質、納期、生産性、環境、経営管理側面の総合的な改善

に向けて、お取引先との対話や訪問を通じて課題を共有し、

その解決のために必要な提案や具体的な支援を行う取り組

みです。コニカミノルタ自身も、お取引先からのご指摘を受

けて、取引上の問題点を改善しています。

CSR調達の推進基盤の整備
コニカミノルタは、サプライチェーンにおける基本的人権

の尊重、労働環境の改善などを行う「CSR調達」を推進してい

ます。資材を調達しているお取引先の皆様にCSR活動を要請

するとともに、その推進状況を把握し、必要に応じて改善要請

や助言を行っています。また、グループ生産拠点においては、

より厳しい基準を設けて診断と改善を実施しています。

こうした取り組みの基盤として、CSR調達の対象分野と基

準を示した「行動規範※」を策定するとともに、「自己診断アン

ケート※」を使った診断法を構築し、展開しています。診断結

果は達成度に応じて、A～Dの4段階にランク分けし、グルー

プ生産拠点はランクA、お取引先はランクB以上を目標として

います。目標未達の場合は、改善計画の提出のもと、改善を

行うこととしています。

サプライチェーンにおけるCSRの推進
お取引先の皆様とともに

※ 行動規範・自己診断アンケートは、EICC（Electronic Industry Citizenship Coalition）
に準拠しています

CSR調達の展開
お取引先とグループ生産拠点を対象としたCSR推進状況

の診断を、自己診断アンケートを用いて、2009～2011年度

の3カ年計画で実施しました。

2012年度は、3カ年の診断結果の検証および新規のお取

引先の診断を行うとともに、生産委託先まで対象を拡大して

診断を実施しました。主要36拠点すべてでランクAを達成し
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CSR調達の運用ルールを品質マネジメントシステム

ISO9001のお取引先評価に組み込んでいます。2012年度に

はほとんどの事業部門での組み込みを完了しました。2013
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紛争鉱物規制への対応
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となっています。この地域におけるタンタル、タングステン、

金、スズの鉱物資源採掘は、武装勢力の資金源となり、紛争
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が強く要請されています。
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規範などについて、

具体的な企業の実例

を交え、7回にわたっ

て解説記事を連載し

ました。

Column

解説記事

「調達コラボレーションシステム」の一環として、毎年定

期的に、中国での合同説明会を実施しています。2013年3
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も重要な目的である「情報機器事業の経営力強化」につい
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コニカミノルタとお取引先が共同で進める改善取り組み
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争鉱物規制」について、その概要と当社の考え方について
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参加社数は、華東地

区147社、華南地区

123社にのぼり、有意

義なコミュニケーショ

ンの場となりました。

事例1 中国での「お取引先説明会」の実施
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コニカミノルタについて ＞ CSR（社会・環境活動） ＞ CSRの取り組み ＞ 従業員とともに

従業員の地域別構成比

全世界41,844名

（連結対象の正規従業員数。2013年3月31日現在）

日本12,539名

北米7,706名

アジアおよびその他
13,448名
（うち、中国 10,195名）

欧州 8,151名
（うち、ドイツ
2,178名
フランス 1,474名）

30%32%

20% 18%

全世界共通の人材育成と活用の仕組みを構築
コニカミノルタは、グループ共通の「人材育成と活用のた

めのプラットフォーム（仕組み・ツール・考え方）」を構築し、グ

ループ全体で人材総合力のレベルアップを進めています。そ

の基礎となる世界共通の人事データベースには、グループ

会社の幹部層の登録を完了しました。そこから選抜されたメ

ンバーの育成プログラムとして、「グローバルエグゼクティブ

プログラム」を実施しています。今後は登録、育成の対象をマ

ネージャーを含む層に拡大していく予定です。さらに、グルー

プ各社でもこのプラットフォームを活用し、求められる人材の

価値基準を全世界レベルで浸透させることで、人材の多様性

を尊重しつつ「One Konica Minolta」としての人材の育成と

活用をグローバルレベルで図っていきます。

グローバルなビジネスリーダーの育成
コニカミノルタは、世界各地の経営幹部が、グループ全体

のビジネスリーダーとしての意識を高めるとともに、人的

ネットワークを構築することを目的に、2010年度から「グ

ローバルエグゼクティブプログラム」を実施しています。

2012年度末までに7回開催し、合計で59社から114名が

参加しました。約1週間の研修では、経営トップとの直接対話

や参加者同士の討論などによって、グローバルマインドの醸

成とリーダーシップ開発を図っています。今後は、対象をマ

ネージャークラスまで拡大し、経営幹部候補を育成する「リー

ジョナル・グローバルエグゼクティブプログラム」を欧州・北

米・アジアなどの地域ごとに開始する予定です。

グローバル人材の採用、海外人材交流の推進
国際社会で活躍できる人材の強化に向けて、日本国内で

の新卒採用においても、外国籍人材および海外在住経験の

ある日本人などを「グローバル人材」として、積極的に採用し

ています。2012年度に採用が決まった112名のうち、約

35％がグローバル人材でした。

さらに、国内と海外のグループ会社間での人材交流を推

進しています。日本派遣プログラムでは、数カ月もしくは2～

3年の期間で日本での業務を経験し、両国間の懸け橋となる

「グローバルブリッジ人材」の育成を図っています。2012年

度には、ドイツ、オランダ、中国から計15名が在籍していま

す。また、2012年度には、日本の若手社員を米国に半年間派

遣して、語学研修と実務経験を行う海外短期派遣（トレー

ニー）プログラムを開始し、2名を派遣しました。

女性従業員のキャリア形成への支援
女性従業員の活躍をさらに活性化させるため、2010年度

から女性従業員キャリア開発のためのさまざまなプログラム

を実施しています。例えば、係長クラスの女性従業員から管

理職候補として選抜されたメンバーを対象に、一人ひとりの

育成計画を作成するとともに、「リーダーシップ研修」を実施

しています。さらに、対象者の上司に対する女性活躍推進施

策の説明会を開催するほか、指導育成を担う上司とは別のメ

ンター（指導者・助言者）によるサポートプログラムを展開し

ています。

多様な人材の登用および育成
従業員とともに

トレーニープログラム派遣者の現地交流の様子

グローバルエグゼクティブプログラム

従業員とともに
世界41カ国に拠点を持ちグローバルに事業を展開する
コニカミノルタでは、さまざまな国籍、言語、バックグラ
ウンドを持つ従業員が活躍しています。これら多様な個
性を持った人材が価値観を共有し、緊密に連携すること
が、企業の競争力の源泉となります。このためコニカミ
ノルタでは、考え方や専門性の多様性を尊重し、人材の
育成と活用をグローバルな視点で実践することで、社
会に新しい価値を創造し続ける企業となることを目指
しています。
また、従業員一人ひとりが心身ともに健康な状態で活躍
できる環境づくりのため、労働安全衛生の向上にグ
ループ共通の課題として取り組んでいます。

2012年度の活動実績

従業員の人権の尊重

全世界共通の人材育成と活用の仕組みを構築するとともに、グローバル人材の育成をさらに進めま
した。
類似災害の発生抑制のための情報共有と、安全意識醸成に向けた休業災害発生時の「トップ診断」に注
力しました。

コニカミノルタは、従業員一人ひとりの人格、個性を尊重することを
「コニカミノルタグループ行動憲章」に定めています。加えて、全世界
共通の「行動憲章ガイダンス」には、より具体的に、人種、国籍、性別、宗
教、信条、障がいなどによるあらゆる差別を排除すること、児童労働、
強制労働を排除すること、一切のハラスメント行為を禁止することを
明記しています。さらに、このような人権侵害があった際の相談窓口
を各国で整備しています。また、「国連グローバル・コンパクト」に署名
し、結社の自由と団体交渉の権利についても保証しています。
なお、児童労働については、各国での採用時に年齢確認を徹底するな
どの施策により、そうした事例はありません。また、強制労働について
も同様に事例はありません。

0
（2010～2012年度の累計）

ビジネスリーダーの育成を図る
「グローバルエグゼクティブ
プログラム」参加者数

名114 重篤災害発生件数※

件
※ 重篤災害：①死亡、長期療養を要する（または可能性のある）疾病、障害の残る（または

可能性のある）怪我、特定伝染病
②一時に3人以上の労働者が業務上死傷または罹病した災害（不休含む）
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コニカミノルタについて ＞ CSR（社会・環境活動） ＞ CSRの取り組み ＞ 従業員とともに
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ンバーの育成プログラムとして、「グローバルエグゼクティブ

プログラム」を実施しています。今後は登録、育成の対象をマ

ネージャーを含む層に拡大していく予定です。さらに、グルー

プ各社でもこのプラットフォームを活用し、求められる人材の

価値基準を全世界レベルで浸透させることで、人材の多様性

を尊重しつつ「One Konica Minolta」としての人材の育成と
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のビジネスリーダーとしての意識を高めるとともに、人的

ネットワークを構築することを目的に、2010年度から「グ

ローバルエグゼクティブプログラム」を実施しています。
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参加しました。約1週間の研修では、経営トップとの直接対話

や参加者同士の討論などによって、グローバルマインドの醸

成とリーダーシップ開発を図っています。今後は、対象をマ
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国際社会で活躍できる人材の強化に向けて、日本国内で
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さらに、国内と海外のグループ会社間での人材交流を推

進しています。日本派遣プログラムでは、数カ月もしくは2～

3年の期間で日本での業務を経験し、両国間の懸け橋となる

「グローバルブリッジ人材」の育成を図っています。2012年

度には、ドイツ、オランダ、中国から計15名が在籍していま

す。また、2012年度には、日本の若手社員を米国に半年間派

遣して、語学研修と実務経験を行う海外短期派遣（トレー

ニー）プログラムを開始し、2名を派遣しました。

女性従業員のキャリア形成への支援
女性従業員の活躍をさらに活性化させるため、2010年度

から女性従業員キャリア開発のためのさまざまなプログラム

を実施しています。例えば、係長クラスの女性従業員から管

理職候補として選抜されたメンバーを対象に、一人ひとりの

育成計画を作成するとともに、「リーダーシップ研修」を実施
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類似災害の発生抑制のための情報共有と、安全意識醸成に向けた休業災害発生時の「トップ診断」に注
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類似災害の発生の防止
コニカミノルタは、重篤災害発生0件、休業災害度数率※

0.1以下を目標に、就業時災害の発生防止に向けたさまざま

な施策を行っています。

2012年度は、増加傾向にある類似災害の発生防止のた

め、全世界のグループ会社で災害事例と対策の共有を推進

しました。具体的な事故の発生状況を再現写真とともに紹介

し、対策を明記した災害情報レポートを作成、イントラネット

や掲示板で定期的に掲示しています。

また、休業災害発生時には、各社の安全担当役員が事故発

生職場を訪問してヒアリングを行う「トップ診断」を徹底しまし

た。これによって、事故発生要因を追究するとともに、従業員

一人ひとりの安全意識の向上を図っています。

これらの結果、2012年度の重篤災害発生は0件、休業災

害度数率は国内・海外ともにほぼ0.1を達成しました。2013

年度以降も、引き続き類似災害の発生の防止に注力してい

きます。

設備本質安全化
｢設備本質安全化｣とは、設備の安全設計とリスクアセス

メントを通じて、設備自体の安全性を高める取り組みです。

安全を人に頼るのではなく、人がミスを犯したとしても災害

を生じさせないという考え方で活動しています。現在、コニ

カミノルタでは設備要因による事故はほとんど発生してい

ませんが、重篤災害の発生防止に必要な施策として、継続

的に取り組んでいます。

2011年度には、設備の安全設計を担当する技術者向けの

教育を完了しました。2012年度は、2013年度からの本格導

入に向けて、日本および中国で新規設備を導入した18カ所

をモデル案件として設定し、対策を実施しました。

従業員の健康障害の予防
コニカミノルタ（株）は、「過重労働による健康障害防止」「心

の健康づくり（メンタルヘルスケア）」および「生活習慣病予

防」の3つを重点施策とした健康管理中期計画を推進してい

ます。

メンタルヘルスについては、階層別の教育体系を整備して

ケアの充実を図るとともに、潜在的にメンタルヘルス不全の

リスクが高い職場や職種を抽出し、対策を実施しています。

また、2012年度には、長期休職者の復職を支援する制度の

一環として、一定期間、短時間の業務を行う「復職準備勤務」

を導入しました。

※度数率 ： 100万のべ実労働時間当たりの労働災害による死傷者数

国内拠点の休業災害発生状況

※集計範囲 ： コニカミノルタ（株）および国内グループ会社の正規従業員と派遣社員

※集計範囲 ： 中国およびマレーシアの主要生産会社の正規従業員と派遣社員
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労働安全衛生の推進
従業員とともに

人材データサマリー
従業員とともに

障がい者雇用比率

主な両立支援制度の利用状況

従業員の男女比率

海外現地法人社長の構成比率

従業員の構成（雇用の種類別）

管理職に占める女性比率

（2013年3月現在）
（人）

正規従業員 非正規従業員※ 合計

コニカミノルタ（株） 6,624 1,899 8,523

国内グループ会社 5,915 1,592 7,507

海外グループ会社 29,305 7,758 37,063

※非正規従業員：業務請負、派遣社員、臨時社員

（女性：男性）

2010年度 2011年度 2012年度

コニカミノルタ（株） 16：84 16：84 16：84

※集計範囲にグループ会社への出向者を含む

2010年度 2011年度 2012年度

コニカミノルタ（株） 1.4% 1.6% 1.8%

※集計範囲にグループ会社への出向者を含む

2010年度 2011年度 2012年度

コニカミノルタ（株） 1.90% 1.37% 2.01%

2010年度 2011年度 2012年度

現地採用 42.5% 48.6% 56.5%

女性 1.3% 2.7% 2.4%

（人）

2010年度 2011年度 2012年度

女性 男性 女性 男性 女性 男性

母性健康管理休暇 5 2 3

出産休暇 33 26 37

配偶者出産休暇 140 129 137

育児休職 80 1 61 5 51 9

育児短時間勤務 170 0 191 1 166 3

育児在宅勤務 17 5 13 5 13 5

介護休職 1 3 1 0 3 2

介護短時間勤務 1 0 0 0 2 0

※対象：コニカミノルタ（株）の正規従業員
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類似災害の発生の防止
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し、対策を明記した災害情報レポートを作成、イントラネット

や掲示板で定期的に掲示しています。
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これらの結果、2012年度の重篤災害発生は0件、休業災

害度数率は国内・海外ともにほぼ0.1を達成しました。2013
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｢設備本質安全化｣とは、設備の安全設計とリスクアセス

メントを通じて、設備自体の安全性を高める取り組みです。

安全を人に頼るのではなく、人がミスを犯したとしても災害

を生じさせないという考え方で活動しています。現在、コニ

カミノルタでは設備要因による事故はほとんど発生してい

ませんが、重篤災害の発生防止に必要な施策として、継続

的に取り組んでいます。

2011年度には、設備の安全設計を担当する技術者向けの

教育を完了しました。2012年度は、2013年度からの本格導

入に向けて、日本および中国で新規設備を導入した18カ所

をモデル案件として設定し、対策を実施しました。

従業員の健康障害の予防
コニカミノルタ（株）は、「過重労働による健康障害防止」「心

の健康づくり（メンタルヘルスケア）」および「生活習慣病予

防」の3つを重点施策とした健康管理中期計画を推進してい

ます。

メンタルヘルスについては、階層別の教育体系を整備して

ケアの充実を図るとともに、潜在的にメンタルヘルス不全の

リスクが高い職場や職種を抽出し、対策を実施しています。

また、2012年度には、長期休職者の復職を支援する制度の

一環として、一定期間、短時間の業務を行う「復職準備勤務」

を導入しました。

※度数率 ： 100万のべ実労働時間当たりの労働災害による死傷者数

国内拠点の休業災害発生状況

※集計範囲 ： コニカミノルタ（株）の正規従業員と派遣社員

※集計範囲 ： 中国およびマレーシアの主要生産会社の正規従業員と派遣社員
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従業員の構成（雇用の種類別）

管理職に占める女性比率

（2013年3月現在）
（人）

正規従業員 非正規従業員※ 合計

コニカミノルタ（株） 6,624 1,899 8,523

国内グループ会社 5,915 1,592 7,507

海外グループ会社 29,305 7,758 37,063

※非正規従業員：業務請負、派遣社員、臨時社員

（女性：男性）

2010年度 2011年度 2012年度

コニカミノルタ（株） 16：84 16：84 16：84

※集計範囲にグループ会社への出向者を含む

2010年度 2011年度 2012年度

コニカミノルタ（株） 1.4% 1.6% 1.8%

※集計範囲にグループ会社への出向者を含む

2010年度 2011年度 2012年度

コニカミノルタ（株） 1.90% 1.37% 2.01%

2010年度 2011年度 2012年度

現地採用 42.5% 48.6% 56.5%

女性 1.3% 2.7% 2.4%

（人）

2010年度 2011年度 2012年度

女性 男性 女性 男性 女性 男性

母性健康管理休暇 5 2 3

出産休暇 33 26 37

配偶者出産休暇 140 129 137

育児休職 80 1 61 5 51 9

育児短時間勤務 170 0 191 1 166 3

育児在宅勤務 17 5 13 5 13 5

介護休職 1 3 1 0 3 2

介護短時間勤務 1 0 0 0 2 0

※対象：コニカミノルタ（株）の正規従業員
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コニカミノルタについて ＞ CSR（社会・環境活動） ＞ 社会貢献活動

「企業市民」として社会から共感と信頼をいただく存在となるために、
事業を活かして貢献できる課題に積極的に取り組むとともに、
地域社会の課題に応える活動を世界各国で展開しています。

新年度を迎える子どもたちに
学用品を贈る活動

エチオピアの植樹に
貢献するマラソン大会を後援

静電気の実験
コピーの体験

世界各地の社会課題に応える
さまざまな活動を展開

社会に貢献していくために

コニカミノルタビジネスソリューションズ（U.S.A.）社が後
援する非営利団体「コニカミノルタ カラフルトゥモロー基金」
は、2007年2月の設立以来、教育、ヘルスケア、環境、災害時
の援助などの分野に重点を置いた社会貢献活動に取り組ん
できました。
2012年8月には、恵まれない子どもたちに新年度に必要

な学用品を贈る「Back to School」プログラムを実施しまし
た。全米のグループ各社の従業員が協力して集めた5,500
を超える学用品は、米国各地の13の学校に贈られました。

乳がん研究支援のための
募金イベントに参加

コニカミノルタは乳がんの早期発見に役立つ乳房X線撮影装置（デジタルマン
モグラフィー）を提供しています。この事業に関連して、世界各地のグループ会
社で乳がん早期発見の重要性を訴える「ピンクリボン運動」を支援しています。
コニカミノルタビジネスソリューションズ（カナダ）社では、2012年10月、乳が
ん早期発見啓発活動推進協議会「Run For the Cure」が主催するラン／ウォークイベントに、従業員110名が参加。
集まった21,535カナダドルを超える募金は、乳がんの研究支援に活用される予定です。

絵画コンテストで入賞した
子どもたち

フランスのブルターニュ地方最大の都市レンヌで開催されている
「グリーンマラソン」では、走行距離に応じて、アフリカ東部のエチオ
ピアで植樹を行うプロジェクトを実施しています。この取り組みは、
毎年1,400km2の森林が失われているエチオピアの緑化に貢献す
るとともに、植樹作業を現地に委託することで雇用創出にもつな
がっています。
コニカミノルタビジネスソリューションズ(フランス)社は、この趣
旨に賛同し、2011年度から大会を後援してきました。2012年度に
は、参加者の総走行距離67,615kmに応じて、67,615本の植樹が
行われました。2013年度からは、タイトルスポンサーとして一層の
協力を行っていきます。

障がい児学校を支援

コニカミノルタビジネスソリューションズ（中国）社は、2007年度から上
海・北京の知的障がい児学校6校への支援を続けています。2012年度に
は、従業員によるボランティア活動のほか、コニカミノルタの高速複合機
で出力したカラー教科書の贈呈、文房具の寄贈などを行いました。
また、2011年度からは、上記6校を対象とした「子どもたちの絵画コン
テスト」を実施。2012年には100点の応募作品の中から20点の作品が選
ばれ、優秀賞を受賞した子どもたちに奨学金を贈りました。

子どもたちを対象とした
環境教育を実施

コニカミノルタビジネスソリューションズ（香港）社は2012年度から、
「エメラルド学習プログラム」と題して、地元の環境NGO団体「グリーン
センス」と共同で、子どもたちを対象にした環境教育活動を実施していま
す。使用済み油から石けんを作るワークショップ、太陽エネルギーの実
験、稀少生物を観察するエコツアーなどの体験メニューを提供しました。

出前授業
「コピー機の仕組み」を実施

コニカミノルタ（株）では、教育支援活動の一環として、中高生を対象と
した「出前授業」を実施しています。テーマはメイン事業である複合機を題
材にした「コピー機の仕組み」です。初年度となる2012年度は、講師を務
める新入社員111名が東京、愛知、大阪の中学校・高校7校で、のべ13回
にわたって約450名の生徒に対して授業を行いました。静電気を利用した
コピーの原理について、身近な例を挙げながらわかりやすく説明するとと
もに、実験機材を用いて体験してもらうことで、理解を図りました。さらに、
生徒たちの将来的なキャリア選択のヒントとして、自らの体験に基づいた
メッセージを送って授業を締めくくりました。

ピンクリボン ラン／ウォークイベント参加者たち

太陽エネルギーの実験

エコツアー

Japan

China

Hong 
Kong

France

U.S.A.
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コニカミノルタについて ＞ CSR（社会・環境活動） ＞ 社会貢献活動

「企業市民」として社会から共感と信頼をいただく存在となるために、
事業を活かして貢献できる課題に積極的に取り組むとともに、
地域社会の課題に応える活動を世界各国で展開しています。

新年度を迎える子どもたちに
学用品を贈る活動

エチオピアの植樹に
貢献するマラソン大会を後援

静電気の実験
コピーの体験

世界各地の社会課題に応える
さまざまな活動を展開

社会に貢献していくために

コニカミノルタビジネスソリューションズ（U.S.A.）社が後
援する非営利団体「コニカミノルタ カラフルトゥモロー基金」
は、2007年2月の設立以来、教育、ヘルスケア、環境、災害時
の援助などの分野に重点を置いた社会貢献活動に取り組ん
できました。
2012年8月には、恵まれない子どもたちに新年度に必要

な学用品を贈る「Back to School」プログラムを実施しまし
た。全米のグループ各社の従業員が協力して集めた5,500
を超える学用品は、米国各地の13の学校に贈られました。

乳がん研究支援のための
募金イベントに参加

コニカミノルタは乳がんの早期発見に役立つ乳房X線撮影装置（デジタルマン
モグラフィー）を提供しています。この事業に関連して、世界各地のグループ会
社で乳がん早期発見の重要性を訴える「ピンクリボン運動」を支援しています。
コニカミノルタビジネスソリューションズ（カナダ）社では、2012年10月、乳が
ん早期発見啓発活動推進協議会「Run For the Cure」が主催するラン／ウォークイベントに、従業員110名が参加。
集まった21,535カナダドルを超える募金は、乳がんの研究支援に活用される予定です。

絵画コンテストで入賞した
子どもたち

フランスのブルターニュ地方最大の都市レンヌで開催されている
「グリーンマラソン」では、走行距離に応じて、アフリカ東部のエチオ
ピアで植樹を行うプロジェクトを実施しています。この取り組みは、
毎年1,400km2の森林が失われているエチオピアの緑化に貢献す
るとともに、植樹作業を現地に委託することで雇用創出にもつな
がっています。
コニカミノルタビジネスソリューションズ(フランス)社は、この趣
旨に賛同し、2011年度から大会を後援してきました。2012年度に
は、参加者の総走行距離67,615kmに応じて、67,615本の植樹が
行われました。2013年度からは、タイトルスポンサーとして一層の
協力を行っていきます。

障がい児学校を支援

コニカミノルタビジネスソリューションズ（中国）社は、2007年度から上
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グループ経営体制再編図
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代表執行役社長 グループコンプライアンス最終責任者

部門コンプライアンス委員会

委員

委員

法務部門

指名委員会 監査委員会 報酬委員会

国内・海外子会社

補佐

報告

報告義務

報告義務

支援

コンプライアンス責任者

コンプライアンス責任者

（海外）グローバル推進支援役

コンプライアンス推進体制

経営体制
コーポレートガバナンス強化を経営の重要なファクターと捉え、透明性の高い企業統治機構を確立するとともに、
経営環境の変化に的確に対応するため、経営体制の変革を行っています。

コーポレートガバナンス コンプライアンス

コニカミノルタは、コーポレートガバナンス（企業統治）を

強化していくことが、ステークホルダーの皆様への責任を

全うするために重要であると考え、事業再編などの適時適

切な意思決定を行うことができる経営・ガバナンス機構へ

の変革を続けています。

経営体制の再編
コニカミノルタはこれまで、分社・持株会社制を採用して

いましたが、2013年4月、コニカミノルタホールディングス

（株）が事業会社など7社を吸収合併する経営体制の再編を

実施しました。純粋持株会社から直接事業を行う会社に移

行するとともに、社名をコニカミノルタ（株）に改めました。ま

た、産業用材料・機器事業およびヘルスケア事業について

は、社内カンパニーとしています。

委員会設置会社
コニカミノルタ（株） は、「委員会設置会社」形態を採用する

とともに、経営監督を行う取締役と業務執行を行う執行役に

機能を分離させています。執行役は、取締役会から委任を受

けた業務の決定および業務執行を行います。業務執行の内

容については、取締役会の監督と監査委員会の監査を受け

ることで、経営の効率性・妥当性および適法性・健全性を担保

しています。

取締役会は、重要な取引関係がなく、独立性が強い社外

取締役4名を含めて、執行役を兼務しない取締役が過半数

を占めています。指名委員会、監査委員会、報酬委員会の三

委員会では、いずれの委員会も社外取締役が委員長を務め

るとともに、法定上で執行役が加わることが禁止されてい

ない指名委員会、報酬委員会も執行役を含まない構成とす

ることで、透明性を高めています。

コニカミノルタでは、グループコンプライアンスの最終

責任者であるコニカミノルタ(株)代表執行役社長のもと、コ

ンプライアンス担当執行役がグループコンプライアンス推

進上の重要事項を決定し、コンプライアンスを推進、統括す

る責務を負っています。その遂行のため、コンプライアンス

担当執行役は、コーポレート部門および各事業部門の組織

単位のコンプライアンス責任者で構成される、「グループコ

ンプライアンス委員会」を組織しています。

グローバルコンプライアンスネットワークの構築
コニカミノルタは、2011年度から展開する「コンプライア

ンス中期計画」のテーマの一つとして、コンプライアンス施

策のグローバル展開を進めています。

2012年度は、欧米や中国など主要地域において、グルー

プ各社を組織するグローバルコンプライアンスネットワー

クを構築し、地域ごとのコンプライアンス推進支援役を任

命しました。中期計画の最終年である2013年度には、グ

ループ全体でのグローバルな活動と、各社による地域ごと

の実情に応じたローカルな活動が機能分担し、その双方が

有機的に機能している状態を目指しています。

腐敗防止の取り組み
コニカミノルタは、コンプライアンスをすべての企業活動

において最優先すべきものと位置づけています。そのより

どころとして、2011年4月に全世界共通の「コニカミノルタ

グループ行動憲章ガイダンス」を発行し、望ましい行動を具

体的に記載しています。その中で、贈答接待の強要の禁止、

贈収賄の禁止、反社会的勢力との関係遮断など、腐敗防止

についても規定しています。

また、腐敗防止の研修プログラムをイントラネット上で配

信し、全世界のグループ販売会社での実施を促進していま

す。さらに各社の取り組みのベストプラクティスを共有し、各

国の法律に即した実践プログラムの作成を求めています。

コニカミノルタビジネステクノロジーズ（株）

コニカミノルタアドバンストレイヤー（株）

コニカミノルタオプティクス（株）

コニカミノルタエムジー（株）

コニカミノルタテクノロジーセンター（株）

コニカミノルタビジネスエキスパート（株）

コニカミノルタIJ（株）
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コニカミノルタ（株）

新体制へ

社内カンパニー

事業部門

企画管理部門

研究開発部門

情報機器事業

インクジェット事業部

コーポレート
部門

各部門

アドバンストレイヤーカンパニー

オプティクスカンパニー

ヘルスケアカンパニー
コニカミノルタプラネタリウム（株）

取締役会（計11名）

取締役会と三委員会の構成（2013年6月19日現在）

兼執行役4名
 取締役（代表執行役社長、専務執行役2名、常務執行役1名）

非執行役7名

取締役（取締役会議長）

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

取締役

取締役

指名委員会 監査委員会 報酬委員会

は委員会委員長

コニカミノルタについて > CSR（社会・環境活動） >
CSRの取り組み > コーポレートガバナンス

コニカミノルタについて > CSR（社会・環境活動） > 
CSRの取り組み > コンプライアンス

英国の販売会社によるガイドブック

英国の販売会社の取り組み

英国では、2011年7月に「贈収賄防止法」（Bribery Act）が

施行されました。英国で事業の一部を行っている企業に対し

て、従来の公務員への賄賂行為よりも規制範囲を広げ、民間

対民間の賄賂行為も処罰されるようになりました。同法は、英

国だけでなく、他の国での行

為にも処罰の範囲が及ぶ、た

いへん厳しいものです。

英国の販売会社、コニカミ

ノルタビジネスソリューショ

ンズ（英国）社は、同法の施行

に先駆けて、ガイドブックや

チェックシートを整備し、腐敗

防止に向けた具体的な手順

を示しています。
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グループ経営体制再編図

コニカミノルタグループ

コニカミノルタ（株）

取締役会

グループコンプライアンス委員会
諮問機関

担当執行役

代表執行役社長 グループコンプライアンス最終責任者

部門コンプライアンス委員会

委員

委員

法務部門

指名委員会 監査委員会 報酬委員会

国内・海外子会社

補佐

報告

報告義務

報告義務

支援

コンプライアンス責任者

コンプライアンス責任者

（海外）グローバル推進支援役

コンプライアンス推進体制

経営体制
コーポレートガバナンス強化を経営の重要なファクターと捉え、透明性の高い企業統治機構を確立するとともに、
経営環境の変化に的確に対応するため、経営体制の変革を行っています。

コーポレートガバナンス コンプライアンス

コニカミノルタは、コーポレートガバナンス（企業統治）を

強化していくことが、ステークホルダーの皆様への責任を

全うするために重要であると考え、事業再編などの適時適

切な意思決定を行うことができる経営・ガバナンス機構へ

の変革を続けています。

経営体制の再編
コニカミノルタはこれまで、分社・持株会社制を採用して

いましたが、2013年4月、コニカミノルタホールディングス

（株）が事業会社など7社を吸収合併する経営体制の再編を

実施しました。純粋持株会社から直接事業を行う会社に移

行するとともに、社名をコニカミノルタ（株）に改めました。ま

た、産業用材料・機器事業およびヘルスケア事業について

は、社内カンパニーとしています。

委員会設置会社
コニカミノルタ（株） は、「委員会設置会社」形態を採用する

とともに、経営監督を行う取締役と業務執行を行う執行役に

機能を分離させています。執行役は、取締役会から委任を受

けた業務の決定および業務執行を行います。業務執行の内

容については、取締役会の監督と監査委員会の監査を受け

ることで、経営の効率性・妥当性および適法性・健全性を担保

しています。

取締役会は、重要な取引関係がなく、独立性が強い社外

取締役4名を含めて、執行役を兼務しない取締役が過半数

を占めています。指名委員会、監査委員会、報酬委員会の三

委員会では、いずれの委員会も社外取締役が委員長を務め

るとともに、法定上で執行役が加わることが禁止されてい

ない指名委員会、報酬委員会も執行役を含まない構成とす

ることで、透明性を高めています。

コニカミノルタでは、グループコンプライアンスの最終

責任者であるコニカミノルタ(株)代表執行役社長のもと、コ

ンプライアンス担当執行役がグループコンプライアンス推

進上の重要事項を決定し、コンプライアンスを推進、統括す

る責務を負っています。その遂行のため、コンプライアンス

担当執行役は、コーポレート部門および各事業部門の組織

単位のコンプライアンス責任者で構成される、「グループコ

ンプライアンス委員会」を組織しています。

グローバルコンプライアンスネットワークの構築
コニカミノルタは、2011年度から展開する「コンプライア

ンス中期計画」のテーマの一つとして、コンプライアンス施

策のグローバル展開を進めています。

2012年度は、欧米や中国など主要地域において、グルー

プ各社を組織するグローバルコンプライアンスネットワー

クを構築し、地域ごとのコンプライアンス推進支援役を任

命しました。中期計画の最終年である2013年度には、グ

ループ全体でのグローバルな活動と、各社による地域ごと

の実情に応じたローカルな活動が機能分担し、その双方が

有機的に機能している状態を目指しています。

腐敗防止の取り組み
コニカミノルタは、コンプライアンスをすべての企業活動

において最優先すべきものと位置づけています。そのより

どころとして、2011年4月に全世界共通の「コニカミノルタ

グループ行動憲章ガイダンス」を発行し、望ましい行動を具

体的に記載しています。その中で、贈答接待の強要の禁止、

贈収賄の禁止、反社会的勢力との関係遮断など、腐敗防止

についても規定しています。

また、腐敗防止の研修プログラムをイントラネット上で配

信し、全世界のグループ販売会社での実施を促進していま

す。さらに各社の取り組みのベストプラクティスを共有し、各

国の法律に即した実践プログラムの作成を求めています。

コニカミノルタビジネステクノロジーズ（株）

コニカミノルタアドバンストレイヤー（株）

コニカミノルタオプティクス（株）

コニカミノルタエムジー（株）

コニカミノルタテクノロジーセンター（株）

コニカミノルタビジネスエキスパート（株）

コニカミノルタIJ（株）

コ
ニ
カ
ミ
ノ
ル
タ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス（
株
）

コニカミノルタ（株）

新体制へ

社内カンパニー

事業部門

企画管理部門

研究開発部門

情報機器事業

インクジェット事業部

コーポレート
部門

各部門

アドバンストレイヤーカンパニー

オプティクスカンパニー

ヘルスケアカンパニー
コニカミノルタプラネタリウム（株）

取締役会（計11名）

取締役会と三委員会の構成（2013年6月19日現在）

兼執行役4名
 取締役（代表執行役社長、専務執行役2名、常務執行役1名）

非執行役7名

取締役（取締役会議長）

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

取締役

取締役

指名委員会 監査委員会 報酬委員会

は委員会委員長

コニカミノルタについて > CSR（社会・環境活動） >
CSRの取り組み > コーポレートガバナンス

コニカミノルタについて > CSR（社会・環境活動） > 
CSRの取り組み > コンプライアンス

英国の販売会社によるガイドブック

英国の販売会社の取り組み

英国では、2011年7月に「贈収賄防止法」（Bribery Act）が

施行されました。英国で事業の一部を行っている企業に対し

て、従来の公務員への賄賂行為よりも規制範囲を広げ、民間

対民間の賄賂行為も処罰されるようになりました。同法は、英

国だけでなく、他の国での行

為にも処罰の範囲が及ぶ、た

いへん厳しいものです。

英国の販売会社、コニカミ

ノルタビジネスソリューショ

ンズ（英国）社は、同法の施行

に先駆けて、ガイドブックや

チェックシートを整備し、腐敗

防止に向けた具体的な手順

を示しています。

39 KONICA MINOLTA CSR REPORT 2013 40コニカミノルタ CSRレポート 2013



第三者意見
本レポートに対して、上智大学経済学部教授 上妻義直氏に、
第三者の立場からご意見・ご要望をいただきました。
ご提言は、今後のCSR活動および次年度のレポートに活かしてまいります。

第三者保証
本レポートに記載されている調達、生産/研究開発、物流、販売・サービス、製品使用に起因するCO2排出量、エネ
ルギー使用量、外部排出物量、VOC大気排出量および水使用量が、コニカミノルタが定める基準に従って把握、集
計、開示されているかについて、KPMGあずさサステナビリティ（株）による保証を受けました。

1. 経営体制の再編
コニカミノルタグループのCSRマネジメントは、長期ビ

ジョンを明確にしてロードマップを策定し、組織体制を整備

した上で推進する点に最大の特徴が見られます。これらは

物事を計画的に進めるために不可欠なプロセスですが、そ

れを着実にこなすところに同グループのCSRマネジメント

に対する戦略的な姿勢がうかがえます。

近年はとくに組織体制の整備が進められており、昨年の

CSR推進体制の強化に引き続き、2013年4月には、純粋持

株会社の傘下に事業会社を収容する従来の体制を一新し

て、それらを一つの会社に統合する組織再編が行われまし

た。持続可能な社会への移行が進展する市場環境を背景

に、新たな成長モデルの確立が図られているわけで、新生コ

ニカミノルタ（株）の共有価値創造へ向けた前進が、本格的

に始まったことを印象付けています。今後の成果が大いに

期待される出来事です。

2. 管理範囲の拡大
CSRマネジメントが中長期的な視野で行われていることに

加えて、そのバリューチェーン展開も近年進捗が著しい事項

です。とくに今年度は、バリューチェーン規模でCO2排出量

が算定されており、いわゆるスコープ3情報も内訳データを

伴って開示されるようになりました。サプライチェーンのCSR

診断や製品ライフサイクルのCO2排出量削減計画など、こ

れまでもバリューチェーンにおけるCSRマネジメントの空間

的な拡大が行われてきましたが、スコープ3情報の開示は社

会的な関心の高い取り組みでもあり、その先進性を評価した

いと思います。

なお、この内訳データからは、CO2排出量の約70%が事

業エリア外で発生し、バリューチェーン全体に拡散しているこ

とがわかります。その点で、他の環境的・社会的課題も含め

て、バリューチェーン全体を視野に入れたCSRマネジメント

は、すでに不可避な状況にあることが明確です。

3. 透明性の向上
今年度は、懸案であった人事データが、一覧形式で初めて

開示されるようになりました。透明性の向上に寄与する大き

な進歩です。その中で、国内外の正規・非正規従業員数や海

外現地法人トップの現地化率（女性比率も含む）など、まだ一

般的には普及途上にある情報開示が進められており、意欲的

な取り組みになっています。

今後はこれをさらに進めて、完全な連結ベースでの情報管

理を目指していただきたいと思います。コニカミノルタグ

ループは売上高の4分の3近くを海外が占めるグローバル企

業であり、連結ベースでの従業員情報は一層の拡充が求め

られる事項です。CSRマネジメントのKPI管理と併せて、今後

の取り組み強化が期待されます。

これまでも、原料・資材の調達、物流、製品の使用にともな

う「スコープ3排出量」を開示し、物流、製品の使用にともな

う排出量に関しては目標を設定して削減に取り組まれてき

ましたが、今回、新たにこれら以外のカテゴリのスコープ3

排出量を把握し、開示されています。今後は、新たに把握さ

れたスコープ3排出量に対する取り組みについての情報開

示も期待されます。

また、今回、グリーンプロダクツの売上高比率に関する目

標と実績が開示されました。製品における取り組みが社会

的価値だけでなく企業価値の創出にも貢献しているという

ことが定量的に示されていると考えます。

一方で、CSRレポート2013では、報告すべき重要な項目

の特定の考え方についての説明はありますが、結果として

特定された重要な側面については明示されていません。

2013年5月にGRIガイドラインが改訂され、これにより、

GRIガイドラインを用いて報告を行う組織には、開示情報の

特定プロセスだけでなく、結果として特定された重要な側

面を開示することが求められるようになりました。重要な側

面の特定に関する透明性を高めるための開示方法について

今後の検討が期待されます。

上智大学経済学部
教授
上妻 義直 氏

実施期間：2013年3月～6月
コニカミノルタ東京サイト日野での往査

保証業務を実施して KPMGあずさサステナビリティ株式会社　菅生 直美 氏
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第三者意見
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革新はあなたのために。

コニカミノルタ 
CSRレポート

2013

〒100-7015 東京都千代田区丸の内2-7-2　JPタワー

お問い合わせ先
CSR・広報・ブランド推進部
TEL:03-6250-2120
E-mail:csr-support@konicaminolta.jp

1306BCD
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